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序章 

無線通信は、ユビキタス社会を実現するための究極的な手段であり、このためには有

限かつ希少な電波を有効に利用することが喫緊の課題である。 

これまで「電波開放戦略」に沿った周波数の再編等を通じて電波の利用が促進され、

新ビジネスが急速に展開されており、電波を利用する者が変化・拡大している。 

このため、電波の適正な利用の確保のための電波利用共益事務については、急速な

ビジネス展開に対して多様な形態での電波利用の環境を整備し、国民がどこに暮らして

いてもユビキタス社会の効用を享受できるようなものとしていくことが重要である。また、

これら電波利用共益事務に充てる電波利用料の負担については、無線局免許人間の

公平性を迅速に確保することが必要である。 

以上の認識の下、本研究会では、現行の電波利用料制度及び前回の電波利用料の

見直しを踏まえ、電波利用料の性格を改めて確認し、次期電波利用料の制度、使途、

料額の在り方について幅広い観点から検討を行った。 
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第 1 章 現行の電波利用料制度の概要 

 

1 電波利用料の概要 

電波利用料は、平成 5 年 4 月に制度化されたもので、電波利用の拡大に伴う電

波監視等の電波行政事務の経費に充てるものとして、その行政事務の受益者であ

る無線局免許人等に対し負担を求めることを目的としている。免許局が電波を安

心して利用できる環境の整備・構築を図るために、無線局免許人等から毎年徴収

する手数料的なものとして、マンションの管理費用にような性格を有するものであ

る。 

電波利用料は 3 年を 1 期間として、その期間に必要と見込まれる電波利用共益

費用を、同期間中に見込まれる無線局で負担するものとして、3 年毎に見直しを行

い、電波利用の環境に迅速に対応しているところである。 

 

 

・　電波利用料は、平成5年4月に制度化されたもので、電波利用の拡大に伴う電波監視等の電波行政事務の経費に充てる
　ものとして、その行政事務の受益者である無線局免許人に対し負担を求める、広義の手数料。
　（マンションの管理費用のような性格）

電波利用共益事務

電波利用料

・アナアナ変換
・技術試験事務・研究開発
・無線システム普及支援事業　　等 受 益

安定的な電波利用の確保

有限な電波資源の効率的利用

・電波監視

・無線局データベースの運用

～電波の秩序維持～

無線局免許人

・携帯電話事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・電力事業者

・アマチュア無線

　　　　　　　　　　　　等

電波利用料の性格

１

3年毎の見直し
（次回は平成20年度予算から）

・　電波利用料は、平成5年4月に制度化されたもので、電波利用の拡大に伴う電波監視等の電波行政事務の経費に充てる
　ものとして、その行政事務の受益者である無線局免許人に対し負担を求める、広義の手数料。
　（マンションの管理費用のような性格）

電波利用共益事務

電波利用料

・アナアナ変換
・技術試験事務・研究開発
・無線システム普及支援事業　　等 受 益

安定的な電波利用の確保

有限な電波資源の効率的利用

・電波監視

・無線局データベースの運用

～電波の秩序維持～

無線局免許人

・携帯電話事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・電力事業者

・アマチュア無線

　　　　　　　　　　　　等

電波利用料の性格

１

3年毎の見直し
（次回は平成20年度予算から）
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２ 電波利用料の見直しの経緯 

電波利用料の制度は、前項でも述べたとおり、平成 5 年 4 月に導入され、その後、

平成 8 年、平成 11 年、平成 14 年及び平成 17 年と 3 年毎に見直しが行われた。 

料額の見直しの結果、平成 8 年に主に携帯電話及びテレビジョン放送、平成 11

年には主に PHS 基地局の電波利用料の料額が値下げされた。また、平成 17 年に

は、電波の経済的価値に係る要素等を勘案した料額の導入がされた。  

なお、平成 14 年においては、見直しの結果、据え置きとなっている。 

電波利用料の使途については、平成 8 年には技術試験事務、平成 11 年には電

波遮へい対策事業、平成 13 年にはアナログ周波数変更対策業務（特定周波数変

更対策業務）、平成 16 年には特定周波数終了対策業務、平成 17 年には電波資

源拡大のための研究開発及び無線システム普及支援事業が各々追加された。 

 

３ 電波利用料の現行料額 

電波利用料の料額については、前回、平成 17 年 12 月の見直しにより、電波利

用料の旧料額においては 1 の項から 9 の項それぞれ 1 種類だったものが、電波の

電波利用料の料額据え置き　平成1４年

・電波資源拡大のための研究開発
（電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね５年以内に開発すべき技術に
　関する研究開発）

・無線システム普及支援事業
（電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信の利用が困難な地域に
　おいてその利用を可能とするため、必要最小の空中線電力による所要の無線局の開
　設に必要な伝送路設備を整備する事業）

電波の経済的価値に係る要素等を勘案
した料額への変更

・広域専用電波の導入

・携帯電話　540円→420円

・固定局　16,800円　→

　　　　　18,300～76,851,700円

平成17年11月

(使途)

平成17年12月

（料額）

・特定周波数終了対策業務
（電波の迅速な再配分の実施により免許人に通常生ずる費用に充てるための給付金を
　支給する等の業務）

特定周波数終了対策業務に係る追加的

電波利用料の導入

平成16年7月

特定周波数変更対策業務に係る追加的

電波利用料の導入

平成15年9月

・特定周波数変更対策業務
（地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う周波数等の変更に係る無線設備の変更等　
　の工事を行おうとする免許人等に対して当該工事に要する費用に充てるための給付
　金を支給する等の業務）

平成13年7月

・電波遮へい対策事業
（トンネル等人工的な構造物に起因して電波が遮へいされることにより無線通信が行
　えない場合に代替する伝送路を開設するために必要な無線設備等を設置する業務）

料額の引下げ

・基地局（ＰＨＳ）　

　7,200円→5,500円

平成11年5月

・技術試験事務
（既に開発している要素技術を早期に導入して技術基準を策定する業務）

料額の引下げ

・携帯電話　600円→540円

・TV放送　29,700円→25,300円

平成8年6月

・電波監視
（電波監視施設の整備・運用及び電波監視業務等の実施）

・総合無線局管理ファイルの作成・管理
（総合無線局監理システムの整備・運用）

・その他
（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）

使途の追加

電波利用料制度の導入による料額の設
定

料額に係る変更

平成5年4月

施行年月

電波利用料の料額据え置き　平成1４年

・電波資源拡大のための研究開発
（電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね５年以内に開発すべき技術に
　関する研究開発）

・無線システム普及支援事業
（電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信の利用が困難な地域に
　おいてその利用を可能とするため、必要最小の空中線電力による所要の無線局の開
　設に必要な伝送路設備を整備する事業）

電波の経済的価値に係る要素等を勘案
した料額への変更

・広域専用電波の導入

・携帯電話　540円→420円

・固定局　16,800円　→

　　　　　18,300～76,851,700円

平成17年11月

(使途)

平成17年12月

（料額）

・特定周波数終了対策業務
（電波の迅速な再配分の実施により免許人に通常生ずる費用に充てるための給付金を
　支給する等の業務）

特定周波数終了対策業務に係る追加的

電波利用料の導入

平成16年7月

特定周波数変更対策業務に係る追加的

電波利用料の導入

平成15年9月

・特定周波数変更対策業務
（地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う周波数等の変更に係る無線設備の変更等　
　の工事を行おうとする免許人等に対して当該工事に要する費用に充てるための給付
　金を支給する等の業務）

平成13年7月

・電波遮へい対策事業
（トンネル等人工的な構造物に起因して電波が遮へいされることにより無線通信が行
　えない場合に代替する伝送路を開設するために必要な無線設備等を設置する業務）

料額の引下げ

・基地局（ＰＨＳ）　

　7,200円→5,500円

平成11年5月

・技術試験事務
（既に開発している要素技術を早期に導入して技術基準を策定する業務）

料額の引下げ

・携帯電話　600円→540円

・TV放送　29,700円→25,300円

平成8年6月

・電波監視
（電波監視施設の整備・運用及び電波監視業務等の実施）

・総合無線局管理ファイルの作成・管理
（総合無線局監理システムの整備・運用）

・その他
（無線局全体の受益を直接の目的として行う事務）

使途の追加

電波利用料制度の導入による料額の設
定

料額に係る変更

平成5年4月

施行年月

電波利用料のこれまでの経緯
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経済的価値に係る要素等を勘案した料額に変更されており、現行料額の概要は、

下表のとおりとなっている。 

この表にあるとおり、広範囲の地域において、排他的に利用する形態の無線局

について、無線局数によらず、利用する周波数幅に応じた電波利用料の料額が、

前回の見直しにより新しく導入されている。 

 

４ 電波利用料の全額及び半額免除の状況 

電波法第 104 条の規定により、国等の無線局については、電波利用料の納付

義務が全額免除されている。 

また、地方公共団体の消防及び水防用無線についても、電波法第 103 条の 2

第 12 項の規定により全額免除されている。他方で、地方公共団体の防災用無線

については、普段は行政無線として使用しているため、電波法第 103 条の 2 第 13

項の規定により、半額免除となっている。 

その他、独立行政法人（元来の国の事務を引継ぐ法人のみ）及び国立大学法

人の無線局についても第 104 条の規定により全額免除となっている。 

現行の電波利用料額の概要

※１　広域専用電波を使用する免許人に加算（全国1MHz当たりの料額）
※２　特定周波数変更対策業務の一部に充てるものとして、テレビジョン放送をする無線局は平成１５～２２年度において追加徴収をするもの(平成15年9月1日施行)
※３　特定周波数終了対策業務の一部に充てるものとして、５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの無線局に限り平成１７～２７年度に追加徴収するもの(平成17年5月16日施行)

無線局単位 無線局単位 追加徴収分 無線局単位 広域専用電波に係る料額(※1）

600 600～1,497,500 500

540 540 420

5,500 4,500～12,400 4,100

24,100 186,800～177,601,800

10,500 50,200～42,076,500 2,700

2,200 3,300 1,800

540 540 420

特定新規開設局（デジタルテレビ） 7,400

その他のもの（アナログテレビ） 25,700

その他のもの 中波ラジオ局　等 36,500～2,143,400

TV小規模局（VHF:0.1kw未満、UHF:0.2kw未満） 620(※2)

TV中規模局（VHF: 0.1W以上50kW未満、UHF: 0.2W以上100kW未満） 83,000(※2)

TV大規模局（VHF:50kw以上、UHF:100kw以上） 310,000,000(※2)

900 900

500 500

16,300 18,300～76,851,700

包括登録局

移動する無線局 570 20(※3）

移動しない無線局 2,280～2,720 570(※3）

23,800

4の項 　地球局（5の項及び8の項に掲げる無線局を除く。）等

6の項 　放送局

5の項 　船舶地球局等（8の項に掲げる無線局を除く。）

7の項 　多重放送局（3の項に掲げる無線局を除く。）

8の項 　実験無線局及びアマチュア無線局

テレビジョン
放送をするも
の

9の項 　その他の無線局（固定局等）

広域専用電波を使用しないもの

1,928,900

旧料額
（年額：円）

追加徴収分に
係るもの

包括免許局

包括免許局

免許区分

1の項 　移動局（パーソナル無線局、船舶局等）

現行料額(年額：円)

3の項 　人工衛星局（8の項に掲げる無線局を除く。）

広域専用電波を使用するもの

45,869,800

2の項 　基地局（PHS等、海岸局等）　（8の項に掲げる無線局を除く。）

現行の電波利用料額の概要

※１　広域専用電波を使用する免許人に加算（全国1MHz当たりの料額）
※２　特定周波数変更対策業務の一部に充てるものとして、テレビジョン放送をする無線局は平成１５～２２年度において追加徴収をするもの(平成15年9月1日施行)
※３　特定周波数終了対策業務の一部に充てるものとして、５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの無線局に限り平成１７～２７年度に追加徴収するもの(平成17年5月16日施行)

無線局単位 無線局単位 追加徴収分 無線局単位 広域専用電波に係る料額(※1）

600 600～1,497,500 500

540 540 420

5,500 4,500～12,400 4,100

24,100 186,800～177,601,800

10,500 50,200～42,076,500 2,700

2,200 3,300 1,800

540 540 420

特定新規開設局（デジタルテレビ） 7,400

その他のもの（アナログテレビ） 25,700

その他のもの 中波ラジオ局　等 36,500～2,143,400

TV小規模局（VHF:0.1kw未満、UHF:0.2kw未満） 620(※2)

TV中規模局（VHF: 0.1W以上50kW未満、UHF: 0.2W以上100kW未満） 83,000(※2)

TV大規模局（VHF:50kw以上、UHF:100kw以上） 310,000,000(※2)

900 900

500 500

16,300 18,300～76,851,700

包括登録局

移動する無線局 570 20(※3）

移動しない無線局 2,280～2,720 570(※3）

23,800

4の項 　地球局（5の項及び8の項に掲げる無線局を除く。）等

6の項 　放送局

5の項 　船舶地球局等（8の項に掲げる無線局を除く。）

7の項 　多重放送局（3の項に掲げる無線局を除く。）

8の項 　実験無線局及びアマチュア無線局

テレビジョン
放送をするも
の

9の項 　その他の無線局（固定局等）

広域専用電波を使用しないもの

1,928,900

旧料額
（年額：円）

追加徴収分に
係るもの

包括免許局

包括免許局

免許区分

1の項 　移動局（パーソナル無線局、船舶局等）

現行料額(年額：円)

3の項 　人工衛星局（8の項に掲げる無線局を除く。）

広域専用電波を使用するもの

45,869,800

2の項 　基地局（PHS等、海岸局等）　（8の項に掲げる無線局を除く。）
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５ 電波利用料予算歳入及び歳出の内訳(平成 19 年度)  

平成 19 年度の電波利用料予算は、歳入、歳出ともに 653.2 億円となっている。 

歳出（受益）については、電波法第 103 条の 2 第 4 項において規定されている。

具体的には 1 号事務（電波監視業務）、2 号事務（パートナーシステム）、3 号事務

（研究開発及び周波数逼迫対策技術試験事務）、4 号事務（アナログ周波数変更

対策）、6 号事務（無線システム普及支援）等が例示されており、このうち、4 号事務

は平成 22 年度まで継続予定の事務である。 

一方、歳入（負担）については、携帯電話事業者等の包括免許人（電波法第

103 条の 2 第 5 項及び第 6 項に基づく。）による負担が最大で 61.8%、続いて携帯

電話事業者等の基地局等による負担が 23.9％を占めており、携帯電話事業者等

の負担割合が全体の 8 割強となっている。 

電波利用料の全額免除、半額免除の状況

国等の無線局は、電波法等においてその無線局の用途に応じ電波利用料の全額免除、半額免除を規定。

電波法第104条

移動通信

固定通信

レーダー

258,051局全額免除

警察庁

国土交通省

法務省

国の無線局

全額免除

半額免除

全額免除

免除の内容

電波法第104条及び

電波法施行令第11条

移動通信

その他
3,753局

国立青少年教育振興機構

国立文化財機構

国立高等専門学校機構

独立行政法人（※）

(元来の国の事務を引継ぐ法人
のみ）

電波法第103条の2第13項
移動通信

固定通信
174,692局地方公共団体防災用無線

電波法第103条の2第12項

第2号、同3号

移動通信

固定通信
119,498局地方公共団体消防、水防用無線

根拠法令局種無線局数主な免許人減免するもの

電波法第104条

移動通信

固定通信

レーダー

258,051局全額免除

警察庁

国土交通省

法務省

国の無線局

全額免除

半額免除

全額免除

免除の内容

電波法第104条及び

電波法施行令第11条

移動通信

その他
3,753局

国立青少年教育振興機構

国立文化財機構

国立高等専門学校機構

独立行政法人（※）

(元来の国の事務を引継ぐ法人
のみ）

電波法第103条の2第13項
移動通信

固定通信
174,692局地方公共団体防災用無線

電波法第103条の2第12項

第2号、同3号

移動通信

固定通信
119,498局地方公共団体消防、水防用無線

根拠法令局種無線局数主な免許人減免するもの

平成18年9月現在

※このほか、国立大学法人法施行令第23条第3項の規程により、国立大学法人のうち文部科学大臣及び総務大臣が指定するものを独立行政法人
とみなし、電波利用料の全額免除がされている。（19年3月現在　1,921局）
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６ 電波利用料の使途の現状 

電波利用料の使途は、電波法第 103 条の 2 第 4 項に規定されており、電波の

適正な利用の使途の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務

の処理に電波利用料が充てられることになっている。これまでの電波利用料の見

直しの際においても、この考え方に合致した使途が追加されてきた。  

各使途内容の詳細は、次のとおりである。 

移動局等　1.9%包括登録
0.6%

放送事業者
（アナ変に伴う暫定追加）
　　　　　　　　　4.7%

無線LAN追加
0.0%

⑥無線システム普及支援事業
（地上デジタル放送の辺地共聴施設
整備事業）　1.5%

①電波監視業務
11.6%

④特定周波数変更対策業務
（アナログ周波数変更対策）

30.9%

②総合無線局監理システム
12.3%

③電波資源拡大のための研究開発
16.3%

その他　14.9%

③周波数逼迫対策
技術試験事務
7.3%

⑥無線システム普及支援事業
（携帯電話エリア整備支援事業）

5.2%携帯電話事業者等
（2の項（携帯基地局等）
（広域専用電波含む））

23.9%

携帯電話事業者等
（包括免許（携帯電話端末等））

61.8%

固定局等
4.6%

衛星通信事業者
0.8%

地球局　0.2%

移動地球局　0.0%

放送事業者　1.1%

多重放送局　0.0%

アマチュア無線等　0.3%

歳入　6 5 3 . 2億円 歳出　6 5 3 . 2億円

電波利用料予算歳入及び歳出の内訳（平成19年度）

○数字は電波法第103条の2第4項の各号事務の番号

移動局等　1.9%包括登録
0.6%

放送事業者
（アナ変に伴う暫定追加）
　　　　　　　　　4.7%

無線LAN追加
0.0%

⑥無線システム普及支援事業
（地上デジタル放送の辺地共聴施設
整備事業）　1.5%

①電波監視業務
11.6%

④特定周波数変更対策業務
（アナログ周波数変更対策）

30.9%

②総合無線局監理システム
12.3%

③電波資源拡大のための研究開発
16.3%

その他　14.9%

③周波数逼迫対策
技術試験事務
7.3%

⑥無線システム普及支援事業
（携帯電話エリア整備支援事業）

5.2%携帯電話事業者等
（2の項（携帯基地局等）
（広域専用電波含む））

23.9%

携帯電話事業者等
（包括免許（携帯電話端末等））

61.8%

固定局等
4.6%

衛星通信事業者
0.8%

地球局　0.2%

移動地球局　0.0%

放送事業者　1.1%

多重放送局　0.0%

アマチュア無線等　0.3%

歳入　6 5 3 . 2億円 歳出　6 5 3 . 2億円

電波利用料予算歳入及び歳出の内訳（平成19年度）

○数字は電波法第103条の2第4項の各号事務の番号
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① 電波監視施設の整備・運用及び電波監視業務等の実施(第 1 号事務) 

 

電波利用料の使途（電波利用共益事務）

・　電波利用料の使途は、「電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要す
　る費用」の財源に充てるため限定的に法定化（電波法第103条の2第４項）

電波利用料の使途（電波利用共益事務）

・　電波利用料の使途は、「電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要す
　る費用」の財源に充てるため限定的に法定化（電波法第103条の2第４項）

　電波法第百三条の二第四項

一　　電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査

二　　総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二

　　項及び第三項並びに第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければなら
　　ない事項その他の無線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録するファイルをいう。）の作成及

　　び管理

三　　電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね五年以内に開発すべき技術に関する研究開発並びに既に開

　　発されている電波のより能率的な利用に資する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を定めるために　
　　行う試験及びその結果の分析

四　　特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を

　　含む。）

五　　特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登　　

　　録周波数終了対策機関に対する交付金の交付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）

六　　電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域において必要最小の空

　　中線電力による当該無線通信の利用を可能とするため、当該無線通信の業務の用に供する無線局の開設に必要な伝
　　送路設備（有線通信を行うためのものに限り、これと一体として設置される総務省令で定める附属設備を含む。）
　　の整備のための補助金の交付

電波利用共益事務

　電波法第百三条の二第四項

一　　電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査

二　　総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二

　　項及び第三項並びに第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければなら
　　ない事項その他の無線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録するファイルをいう。）の作成及

　　び管理

三　　電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね五年以内に開発すべき技術に関する研究開発並びに既に開

　　発されている電波のより能率的な利用に資する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を定めるために　
　　行う試験及びその結果の分析

四　　特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を

　　含む。）

五　　特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登　　

　　録周波数終了対策機関に対する交付金の交付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）

六　　電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域において必要最小の空

　　中線電力による当該無線通信の利用を可能とするため、当該無線通信の業務の用に供する無線局の開設に必要な伝
　　送路設備（有線通信を行うためのものに限り、これと一体として設置される総務省令で定める附属設備を含む。）
　　の整備のための補助金の交付

電波利用共益事務

電波監視施設の整備・運用及び電波監視業務等の実施

 

 

センサ局 

 (総合通信局等）

不法無線局
 探索車画面(センタ局と同様の画面表示) 

センタ局画面

高速専用回線

遠隔操作

高速専用回線

センサ局

センサ局

センタ局

不法無線局探索車
不法無線局 

混信・妨害

高速専用回線

７５．９６９．１７０．３

平成19年度平成18年度平成17年度

７５．９６９．１７０．３

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額

平成5年度から電波監視施設整備を開始。平成17年度までに77,871局の不法無線局を措置し、より
クリーンな電波利用環境の維持に成果。引き続き電波利用技術の進展に対応した施設の更改等を実施。
さらに平成19年度から3カ年かけて宇宙電波監視施設の更改を実施。
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② 総合無線局監理システムの整備・運用（第 2 号事務） 

 

 

③ 電波資源拡大のための研究開発（第 3 号事務） 

 

総 合 無 線 局 監 理 シ ス テ ム の 整 備 ・ 運 用

・周 波 数 利 用 計 画
・周 波 数 使 用 計 画
・周 波 数 割 当 審 査
・周 波 数 表 作 成

・周 波 数 利 用 計 画
・周 波 数 使 用 計 画
・周 波 数 割 当 審 査
・周 波 数 表 作 成

無 線 局 デ ー タ ベ ー ス

周 波 数
デ ー タ ベ ー ス

申 請 書
デ ー タ ベ ー ス

周 波 数 管 理

・告 知 書 作 成
・収 納 登 記
・督 促 催 促

・告 知 書 作 成
・収 納 登 記
・督 促 催 促

利 用 料
デ ー タ ベ ー ス

電 波 利 用 料 徴 収

技 術 計 算
デ ー タ ベ ー ス

技 術 計 算

・無 線 局 統 計
・無 線 局 統 計

無 線 局 統 計
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 統 計

・区 域 指 定
・障 害 判 定

・区 域 指 定
・障 害 判 定

伝 搬 障 害 防 止
区 域 指 定

デ ー タ ベ ー ス

伝 搬 障 害 防 止

無 線 局 検 査
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 監 督

認 定 点 検 関 係
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 申 請 等 処 理

・申 請 手 続 等
案 内

・各 種 広 報
・周 波 数 公 開

・申 請 手 続 等
案 内

・各 種 広 報
・周 波 数 公 開

情 報 提 供
デ ー タ ベ ー ス

電 子 情 報 提 供

ｲﾝﾀｰ ﾈ ｯﾄ
ｲﾝﾀｰ ﾈ ｯﾄ

・申 請 書 入 力 ・受 付 処 理
・業 務 審 査
・技 術 審 査
・起 案
・回 議 決 裁
・免 許 状 発 行

電 子 決 裁
デ ー タ ベ ー ス

イ メ ー ジ 管 理
デ ー タ ベ ー ス

法 達
デ ー タ ベ ー ス

従 事 者
デ ー タ ベ ー ス

技 適 ・型 検

デ ー タ ベ ー ス

免 許 人 等

免 許 人 等

検 査
通 知

免 許 状

統 計 表

督 促 状
告 知 書

・検 査 登 録
・検 査 計 画
・検 査 通 知
・復 命

・認 定 審 査
・認 定 点 検

事 業 者 登 録

・免 許 人 等
・建 築 主

・混 信 計 算
・衛 星 干 渉 計 算
・置 局 計 算 等

免 許 人 等

ｲﾝ ﾀｰ ﾈ ｯﾄ

書 面 申 請

電 子 申 請

・現 金 納 付

・電 子 納 付

等

・周 波 数 利 用 計 画
・周 波 数 使 用 計 画
・周 波 数 割 当 審 査
・周 波 数 表 作 成

・周 波 数 利 用 計 画
・周 波 数 使 用 計 画
・周 波 数 割 当 審 査
・周 波 数 表 作 成

無 線 局 デ ー タ ベ ー ス

周 波 数
デ ー タ ベ ー ス

申 請 書
デ ー タ ベ ー ス

周 波 数 管 理

・告 知 書 作 成
・収 納 登 記
・督 促 催 促

・告 知 書 作 成
・収 納 登 記
・督 促 催 促

利 用 料
デ ー タ ベ ー ス

電 波 利 用 料 徴 収

技 術 計 算
デ ー タ ベ ー ス

技 術 計 算

・無 線 局 統 計
・無 線 局 統 計

無 線 局 統 計
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 統 計

・区 域 指 定
・障 害 判 定

・区 域 指 定
・障 害 判 定

伝 搬 障 害 防 止
区 域 指 定

デ ー タ ベ ー ス

伝 搬 障 害 防 止

無 線 局 検 査
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 監 督

認 定 点 検 関 係
デ ー タ ベ ー ス

無 線 局 申 請 等 処 理

・申 請 手 続 等
案 内

・各 種 広 報
・周 波 数 公 開

・申 請 手 続 等
案 内

・各 種 広 報
・周 波 数 公 開

情 報 提 供
デ ー タ ベ ー ス

電 子 情 報 提 供

ｲﾝﾀｰ ﾈ ｯﾄ
ｲﾝﾀｰ ﾈ ｯﾄ

・申 請 書 入 力 ・受 付 処 理
・業 務 審 査
・技 術 審 査
・起 案
・回 議 決 裁
・免 許 状 発 行

電 子 決 裁
デ ー タ ベ ー ス

イ メ ー ジ 管 理
デ ー タ ベ ー ス

法 達
デ ー タ ベ ー ス

従 事 者
デ ー タ ベ ー ス

技 適 ・型 検

デ ー タ ベ ー ス

免 許 人 等

免 許 人 等

検 査
通 知

免 許 状

統 計 表

督 促 状
告 知 書

・検 査 登 録
・検 査 計 画
・検 査 通 知
・復 命

・認 定 審 査
・認 定 点 検

事 業 者 登 録

・免 許 人 等
・建 築 主

・混 信 計 算
・衛 星 干 渉 計 算
・置 局 計 算 等

免 許 人 等

ｲﾝ ﾀｰ ﾈ ｯﾄ

書 面 申 請

電 子 申 請

・現 金 納 付

・電 子 納 付

等

電 子 申 請 、電 波 利 用 料 の 電 子 収 納 の 機 能 開 発 を 行 う な ど 利 用 者 へ の 行 政 サ ー ビ ス 向 上 の 一 環 と し て シ ス テ ム
の 構 築 を 行 い 、併 せ て 混 信 等 技 術 計 算 、無 線 局 検 査 等 電 波 監 理 事 務 の 効 率 化 に 寄 与 （平 成 17年 度 に お け る 電
子 申 請 率 14.0% 、電 子 収 納 率 1.96% ）。

利 用 者 の 入 力 支 援 機 能 の 提 供 な ど イ ン テ リ ジ ェ ン ト申 請 機 能 、自 動 審 査 機 能 等 新 た な 機 能 開 発 を 進 め て い る 。

８０ ．７８５．７９４．７

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

８０ ．７８５．７９４．７

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

単 位 ：億 円

所 要 予 算 額

電 波 資 源 拡 大 の た め の 研 究 開 発

【研 究 開 発 の イメー ジ】

低 い 周 波 数 は
既 存 免 許 人 に より既 存 免 許 人 に より

逼 迫 状 態逼 迫 状 態

高 い 周 波 数

使 い に くい 周 波 数使 い に くい 周 波 数

この ま ま で は

新 規 サ ー ビス の 導 入 や 既 存 サ ー ビ ス

の 拡 大 の た め の 場 所 が 無 い

一 部 の 既 存 免 許 人 を移 行

共
用

電 波 をより有 効 に 利 用
す るた め の 研 究 開 発 が

必 要

周 波 数 の 共 同 利周 波 数 の 共 同 利

用 を促 進 す る技 術用 を促 進 す る技 術 高 い 周 波 数 へ の 移高 い 周 波 数 へ の 移

行 を促 進 す る技 術行 を促 進 す る技 術

今 後 、新 サ ー ビ スの 導 入 や既 存
サ ー ビ スの 拡 大 が 予 想 され る
が ・・・

２階 建 て２階 建 て

＝

＝砂 漠 の 緑 地 化砂 漠 の 緑 地 化

ス リム化ス リム化

周 波 数周 波 数 を効 率 的を効 率 的
に 利 用 す るに 利 用 す る 技 術技 術＝

【研 究 開 発 の イメー ジ】

低 い 周 波 数 は
既 存 免 許 人 に より既 存 免 許 人 に より

逼 迫 状 態逼 迫 状 態

高 い 周 波 数

使 い に くい 周 波 数使 い に くい 周 波 数

この ま ま で は

新 規 サ ー ビス の 導 入 や 既 存 サ ー ビ ス

の 拡 大 の た め の 場 所 が 無 い

一 部 の 既 存 免 許 人 を移 行

共
用

電 波 をより有 効 に 利 用
す るた め の 研 究 開 発 が

必 要

周 波 数 の 共 同 利周 波 数 の 共 同 利

用 を促 進 す る技 術用 を促 進 す る技 術 高 い 周 波 数 へ の 移高 い 周 波 数 へ の 移

行 を促 進 す る技 術行 を促 進 す る技 術

今 後 、新 サ ー ビ スの 導 入 や既 存
サ ー ビ スの 拡 大 が 予 想 され る
が ・・・

２階 建 て２階 建 て

＝

＝砂 漠 の 緑 地 化砂 漠 の 緑 地 化

ス リム化ス リム化

周 波 数周 波 数 を効 率 的を効 率 的
に 利 用 す るに 利 用 す る 技 術技 術＝

　平 成 17年度 から 案件 ごと に3～ 5年 程度 の研 究期 間を 設 定し 、逼 迫し てい るが 需要 の高 い周 波数 帯 域を 中心
　に 約 1.5GHz幅以 上の 周波 数の 確 保を 目標 とし てお り、 18年 度末 時点 での 成果 とし て、 特許 約160件 、学
　会 発 表約 310件 の 実績 。
主な 研究 例
○コ グニ ティ ブ無線 （19年度終 了） ：逼 迫し ている 6GHz以下 の周波 数帯 の柔 軟な 利用が 可能 とな る基 盤技術 が確 立さ れるこ と
　か ら、 導入 に向け た詳 細な 検討 が可能 とな る。
○レ ーダ ーの狭 帯域 化（ 19年度 終了 ）： 将来 のより 厳し いス プリア ス（ 不要 発射） の国 際基 準に我 が国 が先 行的 に対応 でき 、国
　際 競争 力の 強化に つな がる とと もに、 3～ 9GHz帯の 空い た周波 数帯 への 新シ ステム の導 入が 可能 となる 。
○高 マイ クロ 波、ミ リ波 帯へ の移 行促進 技術 （21年 度終 了） ：広帯 域を 確保 可能 な高い 周波 数帯の 利用 技術 が確 立され るこ とで 、
　ワ イヤ レス ブロ ードバ ンド 環境 の実現 に寄 与す る。

１０６．４８７．６７８．４

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

１０６．４８７．６７８．４

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

単 位 ：億 円

所 要 予 算 額
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④ 周波数逼迫対策技術試験事務（第 3 号事務） 

 

⑤ アナログ周波数変更対策（第 4 号事務） 

 

　地上デジタルテレビ放送用の周波数を確保するために一部地域で必要な地上アナログテレビのチャンネル
変更について平成19年3月30日に終了。
　放送用周波数（約３７０MHｚ幅）のうち、本事業の実施により約１３０MHｚ幅の空き周波数が生じる
ことから、その空き周波数の活用方法については、情報通信審議会情報通信技術分科会において検討中。
　今後は、本事業の前倒し執行による国庫債務負担行為に対する償還金等に充てるもの。

２０２．１２３１．１２０２．２

平成19年度平成18年度平成17年度

２０２．１２３１．１２０２．２

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額

アナログ周波数変更対策

周波数逼迫対策技術試験事務

A さんBさ ん

適切 な ル ール があ れば ・・ ・

他 の 用途 の電 波

電 話 、お 待 ち し て ま した 。 で
は 、 早 速要 件を 。

B さん、 ど う も 。
A で す 。 電 話 が 遅 く
な っ て すみ ま せん 。

電 波 利 用 の ルー ル （ 技 術 基 準 ） を 作 る ため に 技 術 試 験 事 務 が 行 われ て い る

Aさ ん

あ れ ？B さ んに 電 話 し
た の に 、 通 じ な い な
あ ・・・。

B さん

A さん か ら の 電話 、 遅
い な あ 。 こ っ ち は 急 い
で るの に

他 の用 途 の電 波

ル ール が な い状 態で 電波 を 利用 する と ・・・

混信 !!

急激な無線局数の増加に伴う周波数の逼迫により生じる混信・輻輳の解消または軽減のため、第三世
代携帯電話、地上デジタル放送、航空機内高速インターネット等の技術基準策定のための試験を平成
18年度までに94件実施し、平成17年度末までに70件の新たな技術基準を策定、電波の効率的な使
用に寄与。

４７．４５５．４６５．６

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額

周波数逼迫対策技術試験事務

A さんBさ ん

適切 な ル ール があ れば ・・ ・

他 の 用途 の電 波

電 話 、お 待 ち し て ま した 。 で
は 、 早 速要 件を 。

B さん、 ど う も 。
A で す 。 電 話 が 遅 く
な っ て すみ ま せん 。

電 波 利 用 の ルー ル （ 技 術 基 準 ） を 作 る ため に 技 術 試 験 事 務 が 行 われ て い る

Aさ ん

あ れ ？B さ んに 電 話 し
た の に 、 通 じ な い な
あ ・・・。

B さん

A さん か ら の 電話 、 遅
い な あ 。 こ っ ち は 急 い
で るの に

他 の用 途 の電 波

ル ール が な い状 態で 電波 を 利用 する と ・・・

混信 !!

急激な無線局数の増加に伴う周波数の逼迫により生じる混信・輻輳の解消または軽減のため、第三世
代携帯電話、地上デジタル放送、航空機内高速インターネット等の技術基準策定のための試験を平成
18年度までに94件実施し、平成17年度末までに70件の新たな技術基準を策定、電波の効率的な使
用に寄与。

４７．４５５．４６５．６

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額
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⑥ 電波再配分対策（第 5 号事務） 

 

 

⑦ 無線システム普及支援事業（1）（第 6 号事務） 

 

平成17年度創設。17年度、18年度予算により175箇所で事業を実施。これによる携帯電話の利用
可能人口は約5万人。引き続き19年度も事業を実施し、新たに2万人強をカバー。

４３．６の内数３３．７２９．５

平成19年度平成18年度平成17年度

４３．６の内数３３．７２９．５

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額

無線システム普及支援事業（１）

 

携 帯 電 話 基 地 局

(鉄塔)携帯電話交換局等

有線伝送路（光ファイバ）

補助対象

【伝送路費用（10年間分の使用料）】

携帯電話エリア整備支援事業

電 波 再 配 分 対 策

＜新規参入の実現＞

《中継用固定局》

既存利用者

新規参入

電気通信事業者
の基地局

飲食店

ホテル

《無線ＬＡＮ》

《情 報 家 電》

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

補償が必要

既存利用者に損失が発生
（設備の残存価値や撤去費用など）

退席

給付金の支給
給付金の支給

新規利用者 ＜新規参入の実現＞

《中継用固定局》

既存利用者

新規参入

電気通信事業者
の基地局

飲食店

ホテル

《無線ＬＡＮ》

《情 報 家 電》

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

補償が必要

既存利用者に損失が発生
（設備の残存価値や撤去費用など）

退席

給付金の支給
給付金の支給

新規利用者

一 部 の 電気 通 信 事 業用 マ イ クロ 回 線 の無 線 局 から 無 線 LAN導 入 の ため に 周 波 数 を 再 配 分 。
平 成 16年 度 から 17年 度 にか け 、 ５ ＧＨ ｚ 帯 無線 ア ク セス シ ス テム の 円 滑な 開 設 を 図る た め 電気 通 信
業 務 用 固 定局 の 無 線設 備 １ ５９ ２ 台 に対 し 、 給付 金 を 支給

－－２．３

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

－－２．３

平 成 19年 度平 成 18年 度平 成 17年 度

単 位 ：億 円

所 要 予 算 額
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⑧ 無線システム普及支援事業（2）（第 6 号事務）  

 

⑨ その他事務（1）（電波遮へい対策事業） 

電波の適正な利用の確保の一環として、平成 11 年から実施している。トン

ネル等の人工遮へい物、遮へい空間に対して本来届くべき電波を届かせる事

業である。 

 

無 線 シ ス テ ム 普 及 支 援 事 業 （ ２ ）

辺 地 共 聴 施 設 整 備 事 業

平 成 1 9 年 度 創 設 事 業 。
全 国 約 4 ,3 0 0 箇 所 が 対 象 地 域 で あ り 、 う ち 平 成 1 9 年 度 に お い て は 約 5 7 0 箇 所 の 対 策 を 予 定 。

４ ３ ． ６ の 内 数－－

平 成 1 9 年 度平 成 1 8 年 度平 成 1 7 年 度

４ ３ ． ６ の 内 数－－

平 成 1 9 年 度平 成 1 8 年 度平 成 1 7 年 度

単 位 ： 億 円

所 要 予 算 額

地 上 デ ジ タ ル 放 送 用 受 信 点 設 備 等

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

辺 地 共 聴 施 設 整 備 事 業

地 上 デ ジ タ ル 放 送 用 受 信 点 設 備 等

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

辺 地 共 聴 施 設 整 備 事 業

その他事務①（電波遮へい対策事業）

 

C 

Ａ 

アンテナ 

拡大写真 

 
 

注：無線局Ａと無線局Ｂとの間の電波が遮へいされるため、無線局Ｃを設置することにより代替する伝送路を開設。 

【高速道路等のトンネル】 

基地局 
交換局

光ケーブル 

電波が
遮へい

Ａ

無線設備 
電源設備 

携帯電話 Ｂ 
　平成18年度までに、高速道路トンネル等の閉塞地域496箇所で事業を実施。
　（本事業の実施等により、対策が必要な779トンネルのうち646トンネルを整備済）
　平成19年度は、高速道路トンネルのほか東北新幹線トンネル（東京～仙台間）の整備を予定。

３０．０１３．４１２．０

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額

その他事務①（電波遮へい対策事業）

 

C 

Ａ 

アンテナ 

拡大写真 

 
 

注：無線局Ａと無線局Ｂとの間の電波が遮へいされるため、無線局Ｃを設置することにより代替する伝送路を開設。 

【高速道路等のトンネル】 

基地局 
交換局

光ケーブル 

電波が
遮へい

Ａ

無線設備 
電源設備 

携帯電話 Ｂ 
　平成18年度までに、高速道路トンネル等の閉塞地域496箇所で事業を実施。
　（本事業の実施等により、対策が必要な779トンネルのうち646トンネルを整備済）
　平成19年度は、高速道路トンネルのほか東北新幹線トンネル（東京～仙台間）の整備を予定。

３０．０１３．４１２．０

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額
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⑩ その他事務（2）（電波の安全性に関する調査及び評価技術） 

電波の適正な利用の確保の一環として、平成 9 年から実施している。生体

実験等の電波ばく露実験を行って電波の安全性に関する調査や評価実験を

実施している。 

 

⑪ その他事務（3）(その他) 

電波の適正な利用の確保の一環として、平成 5 年当初から実施している。

主な内容は、標準電波による無線局への高精度周波数の提供及び電波利用

料の徴収業務である。 

標準電波による無線局への高精度周波数の提供に係る業務については、

情報通信研究機構に委託している。 

電波利用料の徴収業務は、無線局免許人に対する電波利用料の告知や

周知、啓発活動、納付指導及び強制徴収等を行うもので、これら活動により

電波利用料の徴収率は 99．9％を維持している。 

その他事務②（電波の安全性に関する調査及び評価技術）

平成１８年度までに生体安全評価等に関する２２項目の研究課題について調査研究を実施し、報告書を取りまとめ

《代表的な成果》
　・携帯電話端末や電子タグ（ＲＦＩＤ）などの各種電波利用機器からの電波が心臓ペースメーカなどの植込み型医療機器へ及ぼす影響
について　調査を実施し、「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器へ及ぼす影響を防止するための指針」を取りまとめ公表
・携帯電話端末の長期使用と脳腫瘍の発生に関する調査を実施した結果、長期にわたる携帯電話端末の使用が脳腫瘍の発生に及ぼす影
響は認められなかった。
・疫学調査によって得られたデータを国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）に提供。
・これまで実施してきた研究の成果については、国際保健機関（ＷＨＯ）が開設している電磁界リサーチデータベースに登録

より安心して安全に利用できる電波環境の整備を通じて、電波の秩序維持を図る

疫学調査
細胞への影響調査
ヒト感受性に関する調査
神経系への影響調査　　など

ラットの頭部への電波ばく露

１４．８１４．７１４．８

平成19年度平成18年度平成17年度

１４．８１４．７１４．８

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円

所要予算額
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その他事務③（その他）

１４．８１４．７１４．８

平成19年度平成18年度平成17年度

１４．８１４．７１４．８

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円所要予算額

・ 平成９ 年度よ り 、 高精度で高安定な周波数標準の供給を 目的に、 長波帯を 用いた標準電波送信所整備を 開始

・ 平成11年度に「 おおたかど や山標準電波送信所」 、 平成13年度に「 はがね山標準電波送信所」 を 運用

おおたかどや山標準電波送信所
・所在地 ： 福島県 都路村・川内村境界

標高 790ｍ 大鷹鳥谷山 山頂

・敷地面積 ： 約 82,000 ㎡
・送信周波数： 40 kHz
・空中線電力： 50 kW (アンテナ効率 約25% )
・周波数精度： 国家標準に対し１ x 10-12 以内

・運用 ：連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

はがね山標準電波送信所
・所在地 ： 福岡県前原市・佐賀県富士町

境界 標高 900ｍ 羽金山 山頂

・敷地面積 ： 約 105,000 ㎡
・送信周波数： 60 kHz
・空中線電力： 50 kW (アンテナ効率 約45% )
・周波数精度： 国家標準に対し１ x 10-12 以内

・運用 ： 連続（落雷対策／施設機器類

点検保守時等除く）

＞40～50dB
1500 km

＞50～60dB
1000 km

＞60dB
500 km

情報通信研究機構

はがね山

標準電波送信所

高さ 200 m の
大型送信アンテナ

☆ 数値は、 計算上の受信電界強度と 送信所から の距離を 示し ま す。

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

高さ 250 m の
大型送信アンテナ

おおたかどや山

標準電波送信所

ア　標準電波による無線局への高精度周波数の提供

周波数標準値の設定、標準電波の発射及び標
準時の通報に関する事務の実施に当たり、標
準電波による無線局への高精度周波数の提供
に係る業務を独立行政法人情報通信研究機構
に委託

イ　電波利用料徴収事務

電波利用料徴収業務を確実かつ効率的に行うため以下の事項について支弁することにより、電波利用料
の徴収率（約９９．９％）を維持。　

・免許人等に対する利用料発生等の告知
・免許人等に対する周知・啓発活動
・納付指導・強制徴収等

９９．８２％

平成13年度

９９．９４％９９．９１％９９．９１％９９．８８％徴収率

平成17年度平成16年度平成15年度平成14年度年 度

９９．８２％

平成13年度

９９．９４％９９．９１％９９．９１％９９．８８％徴収率

平成17年度平成16年度平成15年度平成14年度年 度

最近5ヵ年の徴収率

３．２３．４４．６

平成19年度平成18年度平成17年度

３．２３．４４．６

平成19年度平成18年度平成17年度

単位：億円所要予算額
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第２章 電波利用料の見直しについて 

第１節 電波利用料見直しの背景 

１ 電波利用料制度をめぐる環境の変化 

前回、平成 17 年の見直し以降、電波利用料制度をめぐる環境の変化として、電

波利用の飛躍的な拡大に伴う無線局の増加や BWA、ITS 等の新たな無線システ

ムの導入への動きが生じている。そのような中、依然として携帯電話事業者への歳

入依存度は高く、 

① 喫緊の電波利用共益事務への対応 

② 国等の無線局に対する電波利用料負担のあり方 

③ 使用帯域幅に見合った放送事業者の電波利用料の見直し 

④ 受益と負担のバランス 

について検討が必要となっている。 

このような状況を踏まえ、次期（平成 20 年度から平成 22 年度）電波利用料の使

途、料額及び制度について検討を行う。 

 

【３年毎の見直し（H20年度～H22年度）】　　　　

【電波の一層の有効利用促進】【電波の一層の有効利用促進】

【電波の利用形態の飛躍的拡大】【電波の利用形態の飛躍的拡大】

電波利用料制度を取り巻く環境変化

・喫緊の電波利用共益事務への対応
・国等の無線局における電波利用料負担
・放送事業者における使用帯域幅等に見合った額の見直し
・受益と負担のバランス

（参議院・総務委員会　附帯決議（H17.10.25）、規制改革・

民間開放推進会議等の指摘）

BWA、ITS等の新しい無線

システムの導入の見込み
携帯電話事業者からの高い
収納依存度（全体の約８割）

法第103条の2第4項

使　途 料　額
法第103条の2第１項、第２項、第５項、
法第１０４条　等

制　度
法第103条の2、第103条の3

【３年毎の見直し（H20年度～H22年度）】　　　　

【電波の一層の有効利用促進】【電波の一層の有効利用促進】

【電波の利用形態の飛躍的拡大】【電波の利用形態の飛躍的拡大】

電波利用料制度を取り巻く環境変化

・喫緊の電波利用共益事務への対応
・国等の無線局における電波利用料負担
・放送事業者における使用帯域幅等に見合った額の見直し
・受益と負担のバランス

（参議院・総務委員会　附帯決議（H17.10.25）、規制改革・

民間開放推進会議等の指摘）

BWA、ITS等の新しい無線

システムの導入の見込み
携帯電話事業者からの高い
収納依存度（全体の約８割）

法第103条の2第4項

使　途 料　額
法第103条の2第１項、第２項、第５項、
法第１０４条　等

制　度
法第103条の2、第103条の3
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第２節 電波利用料の見直しにおける研究会の運営方法 

本研究会の会議は、電波利用料が電波利用共益事務に対する無線局免許人

等の負担であることに鑑み、可能な限りオープンな形で開催した。研究会の議事要

旨及び会議資料は公開とし、会議終了後、直ちにインターネットで公開した。 

本研究会では更に、公募により広く意見を募集し、必要に応じて、公募により意

見を提出した無線局免許人等からヒアリングも実施しつつ、電波利用料制度の見

直しの検討過程の透明性を図った。 

より具体的には会議は計 7 回開催し、第 1 回会議の開催後、無線局免許人等か

ら意見募集（平成 19 年 4 月 18 日から 5 月 9 日）を行い、そこで提出された意見内

容に基づき、次期電波利用料の見直しについて議論した。 

また、併せて、第 3 回から第 5 回の研究会において公開ヒアリングを実施し、無

線局免許人等から提出された意見を参考に討議内容を深掘りした。その討議結果

を踏まえ、パブリック・コメントを経て、第 7 回研究会において最終報告の取りまとめ

を行った。 

 

研究会の開催日と検討内容等は次のとおり。 
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開催日 検討内容等 

・第 1 回（平成 19 年 4 月 16 日） －電波利用料について 

－公募による無線局免許人等からの意見募集等

について 

≪意見公募≫ 

・第 2 回（平成 19 年 5 月 17 日） －公募結果について 

－論点の整理 

－電波利用料の海外動向について 

・第 3 回（平成 19 年 5 月 24 日） －電波利用料の使途について 

－無線局免許人等からのヒアリング 

・第 4 回（平成 19 年 5 月 31 日） －電波利用料の料額等について 

－免許人等からのヒアリング 

・第 5 回（平成 19 年 6 月 5 日） －電波利用料の制度等について 

－無線局免許人等からのヒアリング 

・第 6 回（平成 19 年 6 月 28 日） －報告書案について等 

≪パブリック・コメント募集≫ 

・第 7 回（平成 19 年 7 月 26 日） －パブリックコメントの結果について 

－報告書について等 

 

第３節 電波利用料の見直しにおける検討方法 

   １ 意見公募 

本研究会において、今後検討すべき論点の整理を行い、議論を深めるため、無

線局免許人等からは、次の募集内容により意見を募った。 

① 電波利用料の使途について 

電波利用料の使途については、不法無線局対策、無線局監査事務の効率

化等、「電波の適正な利用の確保に関し」、「無線局全体の受益を直接の目

的として行う事務」と法定されていることから、次期電波利用料の見直しにあ

たり、今後の使途の在り方、新たに措置すべき施策等について意見の募集を

行った。 
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② 電波利用料の料額について 

電波利用共益費用（使途）の財源に充てるため必要となる負担の料額につ

いて法定されていることから、次期電波利用料制度の見直しにあたり、受益と

負担の関係の明確化等、今後の料額の在り方、措置すべき点等について意

見の募集を行った。 

③ 電波利用料の制度について 

電波利用料制度が電波利用共益事務について受益者である無線局免許

人等に対して負担を求める、広義の手数料として法定されていることから、次

期電波利用料制度の見直しにあたり、電波利用料制度の仕組み等について、

意見の募集を行った。 

 

２ 意見公募の結果及び論点 

この意見公募に対しては、42 の団体及び個人から意見が出された（内訳は携帯

電話事業者 5、放送事業者 4、その他 33）。本研究会では、意見の内容を集約し、

次のとおり意見の内容を集約、論点を整理した。 

①電波利用料の制度について 

a) 意見募集の主な結果 

(1) 電波利用共益事務費用の性格を維持すべき 

・当初からの基本的な考え方である電波利用共益事務の性格を維持す

べき（電気通信事業者） 

(2) 電波の効率的利用を推進するため、一部を国債償還として充当すべき 

・効率的利用を達成するために必要な水準まで各無線局の負担額を引

き上げ、従来の水準との差額は国債償還等、国民全体に効率的に還

元されるべき（個人） 

(3)  歳入歳出の適切な連動の仕組みを導入すべき 

・更なる受益と負担のバランスの向上を図り、電波利用料に関わる歳入

と歳出は相互に連動を図るべき（電気事業者、放送事業者） 

b) 第 2 回研究会での主な意見 

・電波利用共益事務は、公共財とクラブ財の性格の違いの間で格差是正

（再配分的なこと）をどこまでやれるか。一方、歯止めはどうするのか 
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・完全な料金なら見返りを要求できるが、特定財源の場合、相対的な利

益となる 

・コスト意識を持たせるものとする必要がある 

・性格付けを論理的に詰めるか現状に合わせるか 

c) 論点 

・電波利用共益事務の基本的な性格を維持しつつ、その範囲はどこまで

でそれは何に依存するのか 

・更なる受益と負担のバランスの向上、歳入歳出の適切な連動の仕組み

の導入方法  

② 電波利用料の使途について 

a) 意見募集の主な結果 

(1) 新たな業務に伴う新しい使途の追加及び既存使途を拡充すべき 

・国際競争力の強化（電気通信事業者、メーカー） 

・携帯電話エリア整備等の充実（電気通信事業者、地方公共団体） 

・地上放送のデジタル化における送受信環境整備（放送事業者） 

・電波監視の充実（電気通信事業者、個人） 

・総合無線局管理ファイルの充実（電気通信事業者、電気事業者） 

・電波環境整備の充実（電気通信事業者、民間試験機関等） 等 

(2) 電波利用料の使途については効率的に運営すべき 

・現行の電波法第 103 条の 2 第 4 項の内容の維持が望ましい。当該内

容の拡大解釈により使・電波利用料を負担している無線局免許人の共

益に繋がる範囲で実行されることが重要。（放送事業者） 

・電波利用共益事務費用は拡大傾向にあるが、内容を見直し縮小を図る

べき（電気通信事業者、放送事業者） 

b) 第 2 回研究会での主な意見 

・公共性をあまり主張すると、公共性の高い無線システム構築の支援も

可能という理屈になる。 

・受益と負担が明確、かつ、事務の内容及び金額が一定の範囲に限定さ

れるべき 
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c) 論点 

・電波利用共益事務として、どこまで含めるのか。（観点例：使途の要件、

受益と負担の関係、意見内容に係る調査、実態面での納得性） 

③ 電波利用料の料額について 

a) 意見募集の主な結果 

(1) 受益と負担の公平性を確保した料額に設定し、負担のアンバランスを

解消すべき 

・平成 19 年度の電波利用料予算歳入額において、85.7%を携帯事業者

が負担しており、一方、放送事業者については、アナログ周波数変更対

策に伴う追加費用を含めても 6%に満たない額しか負担しておらず、不

均衡が存在するのではないか。参議院・総務委員会 附帯決議及び規

制改革・民間開放推進会議の指摘に賛成（電気通信事業者、自動車メ

ーカー、個人） 

・放送事業者は現在使用帯域幅に応じた電波利用料を負担していない

ので、全体の帯域を勘案した電波利用料を負担するべき（電気通信事

業者、個人） 

・料額算定にあたっては利用頻度等を考慮した検討が必要（電気通信事

業者、警備会社、自動車メーカー） 

・電波特性及び減免係数を導入すべき（電気通信事業者） 

・電波利用者間の負担の公平性を確保する観点からも国等にも電波利

用料負担を求めるべき（電気通信事業者、電気事業者、個人） 

(2) 無線局の公共性等の配慮を勘案すべき 

・真に高い公共性を有し、電波の有効利用努力を十分行っている（国） 

・放送など、非常災害時においてライフラインとして情報伝達上の重要な

役割を担う無線局については公共性を勘案することが適当（放送事業

者） 

・救難用無線局の電波利用料の免除を要望（全国船舶無線工事協会） 

・アマチュア局の場合、無線通信技術の発展、向上が目的であり、災害

時に非常通信を行うなどの公共性の観点から電波利用料を免除すべき

（個人） 
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・周波数割当計画等により、計画的に他方式に移行を進めている固定業

務を行う無線局については電波利用料の据え置きをお願いしたい（電気

通信事業者） 

(3) 免許不要局等における電波利用料の必要性 

・免許不要局から電波利用料を徴収すべきではない（電気通信事業者、

自動車メーカー） 

・一定の帯域を占用する免許不要局については、受益に応じた負担をす

べき（電気通信事業者、個人） 

b) 第 2 回研究会での主な意見 

・公共性が高いとされる国の無線局については、電波利用料で負担する

のではなく、税で負担するものではないか 

・直接的公共性と間接的公共性を分けるべき 

・公共性を主張しても携帯事業者も同じ公共性を有する 

・国においては、純粋に手数料としてかかった費用を割り振る部分に対し

て、経済的なインセンティブの負担は機器の更新を早めうるか、それとも

何も連動せず、電波利用料が取られ損となるのか（電波有効利用のイ

ンセンティブは働くか） 

・無線局の電波の使い方、電波の質で電波利用共益費のコストを割り振

っていくべき 

・免許不要局については、他に迷惑をかけるかどうか、徴収方法の問題

が考えられる。一方、その周波数が使えるという点においては、受益は

あり、利用者は認識すべき 

c) 論点 

・携帯電話事業者に対して放送事業者の電波利用料負担の度合いを上

げるべきか（周波数帯域・出力に応じた電波利用料負担や広域専用電

波導入の考え方の採用の適否、アナログ周波数変更対策業務の受益、

通信と放送の融合時代に全く別の考え方を適用することの適否） 

・国等から電波利用料を徴収すべきか、また徴収するとした場合の徴収

対象の範囲と徴収すべき額の考え方はどうか（経済的なインセンティブ

が働く部分、電波の使い方及びその質を考慮） 
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・電波利用料の料額算定について勘案すべき事項は何か（無線局の利

用頻度、周波数の逼迫度、各種係数の検討等） 

・今後の免許不要局等に対する電波利用料の徴収に関する考え方はど

うあるべきか 

 

第４節 公開ヒアリング 

本研究会においては、論点に基づき議論を深めるため、意見を提出した無線局

免許人等を対象に公開ヒアリングを実施した。公開ヒアリングは、構成員が討議を

行う過程で、適宜、構成員の質問に答えてもらう形で進めた。 

また、意見を提出した無線局免許人等の意見を十分に聴取し議論することで、

次期電波利用料の制度、使途及び料額に係る無線免許人の実態面での納得性

が確保できるように配慮した。これら公開ヒアリングについては、詳細に議事録とし

て取りまとめ、インターネットで公開した。 
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第３章 電波利用料の制度の在り方 

第１節 基本的な考え方 

参議院・総務委員会における附帯決議（平成 17 年 10 月 25 日）において、「無線

局免許人の拠出による特定財源としての電波利用料の性格にかんがみ、その使途

の透明性・客観性を確保し、受益と負担の関係に努めること。」、「併せて、電波利用

共益事務の効率化に努めること。」が求められているところ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、無線局免許人等からの意見募集の結果、電波利用料という“負担”と電波利

用共益事務という“受益”のバランスとその透明性の確保が重要であることから、更な

る受益と負担のバランスの向上と透明性の向上を図るべき（電気事業者）」との意見

も提出されている。これらを踏まえ、次期電波利用料の見直しにおける電波利用共益

事務の性格及び範囲、使途と受益・負担の関係、その他について検討を行った。 

電波法及び放送法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

政府は、本法の施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。

一 無線局免許人の拠出による特定財源としての電波利用料の性格にかんがみ、その使途の透明性
・客観性を確保し、受益と負担の関係の明確化に努めること。併せて、電波利用共益事務の効率
化に努めること。また、今回見直した電波の有効利用に対する効果を検証し、その結果を速やか
に明らかにすること。

二 電波利用料制度については、平成五年の創設時以降、電波利用をめぐる環境が今なお大幅に変
化していることを踏まえ、電波の有効利用をさらに促進するため、検討を行うこと。また、電波
の割当ての在り方について公正性・透明性確保の観点から、今後も一層の検討を行っていくこと。

三 国等が使用する無線局の電波利用料負担の在り方については、可及的速やかに結論を得て、そ
の使用する電波の一層の有効利用を促すとともに、情報公開に努めること。

四 電波利用の使途拡大においては、国民生活に不可欠のものとなっている携帯電話について、一
般財源及び電波利用料財源を活用し、不感地域を早期に解消するほか、高齢者、障害者などの「
デジタル・ディバイド」解消に努めること。

五 放送事業者の経営の変化等により、視聴者に不利益が生じたり、放送の公共性が損なわれたり
することがないよう配慮すること。また、通信と放送の融合やデジタル化など放送をめぐる環境
の大きな変化に適切に対応するため、新しい時代にふさわしい放送制度の在り方について、国民
・視聴者の意見を聴取し、幅広く検討を行うこと。

参議院・総務委員会 附帯決議（平成1７年１０月２５日）
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第２節 電波利用共益事務の性格 

電波利用共益事務については、本研究会の公開ヒアリングにおいて、 

① 「電波法第 103 条の 2 第 4 項に規定される現行内容の維持が望ましい。」（電

気通信事業者）、 

② 「電波法第 103 条の 2 第 4 項の内容の拡大解釈により使途が拡大されること

のないようにしていただきたい。」（電気通信事業者、放送事業者）、 

③ 「効率的利用を達成するために必要な水準まで各無線局の負担額を引き上

げ、従来の水準との差額は国債償還等、国民全体に効率的に還元されるべ

き。」（個人） 

等といった意見が出された。 

上記のうち、③の意見のような「国債償還に充当」させるなど目的の範囲を拡大す

ると、制度としての歯止めが効かなくなる。公募意見、公開ヒアリングにより、「使途を

十分に限定し、負担額に歯止めをかけるべき」という強い反対意見がみられた。 

次期においても、電波利用共益事務は、現行の定義･解釈を維持し、クラブ財的な  

性格のものとして捉える。すなわち、共益事務による免許人等の受益と負担の関係が

全体として保持されることとなり、基本的に負担額が使途に係る費用と同額となる現

行の考え方を維持すべきである。  

なお、クラブ財の考え方については、クラブ財的な性格を有しているものとは、消費

における排除性･非競合性を有するものを指す。これに対し、公共財的な性格を有し

ているものとは、消費における非排除性･非競合性を有しているものを指す。（例えば、

一般道路の使用については、特定の人の道路使用を妨げることができない点で非排

除性を有するとともに、ある人による道路使用が他の人の道路使用を妨げない点で

非競合性を有することから、公共財的な性格を有していると言える。） 

 電波利用共益事務については、無線局の受益を直接の目的としている点で排除

性を有するとともに、ある無線局がサービスを受けることにより他の無線局がサービス

を受けることを妨げられるものではない点で非競合性を有することから、クラブ財的な

性格を有していると言える。 
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第３節 電波利用共益事務となるものの選定の考え方 

電波利用共益事務の範囲については、無線局免許人等からの公募意見において、

格差是正事務の拡大に関する要望が多く提出され、「電波利用共益事務の基本的な

性格を維持しつつ、その範囲はどこまででそれは何に依存するのか」との電波利用料

の制度に係る論点から検討された。これに関しては、格差是正事業それ自体は電波

が届かないところに対して新たに電波が届くという便益を与えるという、一般財源を使

って行うべき事業ではないかとの意見もあった。 

このような議論を踏まえ、電波利用共益事務の定義を現行の「電波の適正な利用

の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務」で維持し、この趣旨

に厳密に則して、これに含まれるものを選定しなければならない。 

 情報通信格差是正事業のうち、 

   「不感等地域の解消を電力の小さい無線局の増設により行うことで、電波の

出力を上げたり他の周波数帯を使ったりする必要を無くし、他方で電波の利

用を拡大する事務」 

 と解されるものについては、これにより、安定的な電波利用に資すること、電波を

利用するサービス全体の価値を上げることから、無線局全体の受益の目的に適う

と解されるので、電波利用共益事務となるものと考えることができる。 

このような事務については、当該事務のコストが、当該事務により無線局全体に実

現する受益に相応しい範囲内である、負担の配分が電波を利用する者の間で納得で

きる範囲内で設定されていることが重要である。 

 

第４節 逼迫対策事業と無線局の受益及び負担の関係について 

使途と無線局の受益・負担については、前述のとおり「受益と負担の関係の明確

化」が求められているところである。 

本研究会では「電波利用を使って得られる利益をもって受益と考え、電波利用料の

あり方として受益と負担をリンクさせるのは、本来の電波利用料のあり方とは異な

る。」（放送関連団体）との意見がみられた。 

昨今の、もしくは今後要望のある逼迫対策事業は特定の無線局に直接対策を行う

ことにより、当該無線局の受益が大きくなり、負担する度合いを大きくすることは分か

り易い反面、共益費の本来の趣旨（クラブ財）に馴染ます、使途と受益（負担）は切れ
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ているものと見るべきではないかと考えられる。 

逼迫帯域にある無線局が安定的かつ良好に電波を利用することができる環境を維

持・改善する逼迫対策事業を行うことは、直接には無線局全体の受益となる一方で、

当該逼迫帯域にある無線局に反射的な受益をもたらし、逼迫帯域の使用に係る電波

の経済的な価値をさらに高めることとなる（例として、土地で言えば、再開発事業によ

り周辺部を含め土地の価値が高くなるようなものである。）。 

 このような場合、逼迫帯域を使用する免許人等は、その高まった電波の経済的

価値に応じた負担をすることが適当である。 

 

第５節 受益と負担が迅速に連動できる制度の導入 

電波利用料は３年ごとに見直しを行っているが、その見直しの合間に、新たな使途

を追加する必要性が生じた場合、使途の追加が法改正によらず行われる一方で、無

線局ごとの負担比率の見直しによる料額の変更は、法改正によらず行うことができな

い。 

このため、更なる受益と負担のバランスの向上を図り、電波利用料に関わる歳入と

歳出は相互に連動を図るべきである。 

したがって、新たな使途を追加する場合、当該使途により、逼迫帯域であっても、安

定的かつ良好に電波を利用できる無線局ごとの受益の度合いと、無線局ごとの負担

比率が迅速に連動できる仕組み（例えば、一定の料額及び使途を政令に定める等）

の検討が必要である。 
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第４章 電波利用料の使途の在り方 

第１節 基本的な考え方 

１ 背景 

電波利用料の使途については、無線局免許人等からの意見募集の結果を踏ま

え、次期における新しい使途（携帯電話エリア整備の充実、地上デジタル放送のデ

ジタル化への完全移行、国際競争力の強化）について、案を作成した（各々の金額

は要望ベース）上で、当該新使途案が要望に即したものとなっているか、また当該

使途を要望した無線局免許人等以外の無線局免許人等について電波利用共益

事務として納得できるものなのか、募集に応募した団体又は個人を対象に構成員

が公開ヒアリングを行い、個別に議論した。 

以下、電波利用料の新たな使途を導入することについて整理した点について、

詳述する。 

 

２ 基本指針 

ア 電波利用共益費用の上限について 

電波利用共益費用の総額の上限の考え方として、 

① 「電波利用料の総額の歯止め、もしくは、総枠に対する枠組みの議論が必

要。」（電気通信事業者、放送事業者等）、 

② 「電波利用共益費の総額が増えるのであれば、地デジ関係の見直しが必

要。」(電気通信事業者)  

等について公開ヒアリングにおいて出された。 

電波利用料の料額については、必要な電波利用共益費用に対して、これに必

要な負担額となるようバランスを維持するため、3 年に 1 度の見直しが行われ、

料額が設定されている。 

使途の追加に際しては、現行の使途の有効性、効率性も確認しつつ、電波利

用共益費用の総額が現状を大きく上回ることのないよう留意し、予算規模が適

正となるよう配慮する必要がある。 

イ 電波利用共益事務の要件について 

電波利用共益事務の性格を変更しないことから、電波の混信、輻輳等を防

止し電波の利用が阻害されない又はそのような事態を避ける「電波の適正利用
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の確保」に関し、「無線局全体の受益を直接の目的として行う事務」であることと

し、情報通信格差是正事業については、前章の電波利用料制度について整理

された電波利用共益事務の範囲内であることとする。 

 

第２節 携帯電話等エリア整備の充実 

携帯電話が国民生活に不可欠なサービスとなりつつあるが、いまだに地理的な条

件、事業採算上の問題により、利用することが困難な地域が存在する。それらの地域

の住民、自治体又は事業者から利用可能とするよう強い要望が提起されており、研

究会においても、 

  ① 「50 人前後のエリアなど小規模エリアで支援の枠組みをさらに拡大してもらい

たい。」（通信事業者）、 

  ② 「条件不利地域の携帯電話の通信維持の観点から、離島のような地域につ

いても当該施策の一部を補助してもらいたい。」（電気通信事業者） 

等の意見が公開ヒアリングにおいても出された。他方、 

  ① 「もともと周波数の有効利用に資するという歯止めをつけているが、次第に広

がった形の要望が出ているため、格差是正的なものに電波利用料の予算施

策としてどこまで整備することを最終目的としているのか、当面の基準を作ら

なくては収集がつかないのではないか。」（構成員） 

との意見も表明された。 
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本施策は、情報通信格差是正に資するという観点だけではなく、大出力の電波を使

用することなく、弱い電波により辺地等だけをサービスエリアにすることにより、他の無

線局に混信を起こさずに電波利用を拡大する事務であり、電波利用共益事務とする

ことが適当である。 

 なお、電波利用料制度について、前章「電波利用料共益事務の範囲」において整

理されているとおり、当該事務のコストが当該事務により無線局全体に実現する受益

に相応しい範囲内であり、負担の配分が電波利用料として負担する者の間で納得の

できる範囲内に設定されていることが重要である。 

 

第３節 地上デジタル放送のデジタル化への完全移行 

地上放送のデジタル化への完全移行のための送受信環境整備支援事業は、地上

放送のデジタル化の達成に必要なデジタル中継局整備支援、辺地共聴施設のデジタ

ル化支援、デジタル混信等対策及びデジタル受信相談体制における送受信環境の

整備の推進を通じ、2011 年のデジタル全面移行を確実なものとすることで、電波の有

効かつ公平な利用を確保しようというものである。本研究会においても、 
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① 「基本的に地上デジタル放送の送受信中継局の整備については、放送事業者

の自助努力が前提。ただ、地上デジタル放送に関しましては、受信機の普及あ

るいは受信相談等々、非常に難しい問題があり、これは放送事業者の自助努力

だけでは達成できないので、国の支援が必要。」（放送事業者）、 

② 「デジタル化に関しても、電波利用料の受益を受ける権利はあり、難視聴解消

努力義務という法律上課されておりまして、その努力義務を支援していただく、ま

たそれを円滑に進めていただくという意味で、電波利用料の使途に加えていただ

くことについてお願いしたい。」（放送事業者） 

等の意見が公開ヒアリングにおいても出された。他方、 

① 「辺地共聴は、限定的なエリアの方々にメリットがあるということから、第一義的

には放送事業者が負担すべきであり、全体の無線局から徴収した電波利用料を

充てるのは無理がある。」（構成員、電気通信事業者） 

との意見があった。 

この他、 

① 「アナアナ返還による 130MHz の返還は 2011 年 7 月にデジタル放送に完全移

行しないとその帯域は使えない。故に、アナログ周波数変更からデジタル放送へ

の完全移行というのは１つの流れの中で考えるべき。」（放送事業者）、 

② 「130MHz というのは、放送局を全部デジタル化をしない限り出てこないから、

アナアナ対策とデジタル化対策、両方が行われて初めて 130MHz が出てくる。」

（放送事業者） 

等、地上テレビジョン放送において、従来のアナログ放送から、電波のより能率的な

利用に資するデジタル放送へ移行することにより、様々な電波利用分野に再分配で

きる周波数資源を確保して、周波数のひっ迫緩和を図るアナログ周波数変更対策業

務を 2011 年 7 月までに完遂させるため、当該施策が必要との意見もあった。 
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本施策のうち、①、②については、情報格差是正に資するという観点からは、「携帯

電話等のエリア整備の充実」と類似している。 

一方、電波利用料を充てる観点から考察すれば、アナログ周波数変更対策業務の

場合は（受信設備の変更工事も送信環境の変更に伴うものであることから）無線局全

体に受益があると考えられ、1,800 億円の投資により、130MHz が他に利用可能とな

ることが法改正時に整理されている。しかしながら、地上放送のデジタル化への完全

移行のための送受信環境整備支援事業（仮称）の場合は、受信側がデジタル放送を

受信できる環境が整備されていないと実質的には送信側がアナログ放送を停波する

ことが困難となる。このため、完全移行に当たってあまねく普及することが要請される

送信側無線局に対し、最低限の支援を行うことについては、大出力の電波を使用す

ることなく、弱い電波等により、限定的なサービスエリアを確保し、他の無線局に混信

を起こさずに電波利用を拡大する事務と見られるものであれば、無線局全体の受益

に適う事業として支援することが適当である。 

なお、電波利用料制度について、前章「電波利用料共益事務の範囲」において整

理されているとおり、当該事務のコストが当該事務により無線局全体に実現する受益

施策名：地上放送のデジタル化への完全移行のための送受信環境整備支援事業（仮称）

・本施策は、他の無線局に混信を起こさずにアナログ放送と同等のデジタルテレビジョン放送の視聴エリアを確保する電波の適
正な利用の確保に関する事務として、電波法第１条の「電波の公平且つ能率的な利用の確保」にも適うものである。

・アナログ周波数変更対策と同様に、周波数が逼迫している中で地上デジタル放送への移行がもたらす受益は、さまざまな電波
利用分野の無線局免許人全体が享受するものであることから、これは無線局全体の受益を直接の目的とするものと位置付けるこ
とができる。

・また、視聴者にデジタル放送を行き渡らせるために高出力の大規模中継局による方法ではなく、共聴施設の設置による方法や
比較的小規模な中継局による方法を用いることは、電波の効率的な使用を可能とするとともに、他の無線局にとっても混信を受
けることなく無線通信を行うことができる受益があることから無線局全体の受益になるという見方もできる。

・なお、本施策は、2011年のデジタル放送への完全移行を達成するまでの限られた間において送受信環境の整備が必要となる
エリアを限定して実施されるものである。

電波利用料財源として支弁する理由

　地上放送のデジタル化の達成に必要な以下の送受信環境の整備の推進を通じ、２０１１年のデジタル全面移行を確実なもの　

とし、もって電波の有効かつ公平な利用を確保する。

【考えられる施策例】　

　①　デジタル中継局整備支援　民間放送事業者の自力建設が困難であると認められる中継局整備（約８００局）に対する補助

　　　《約２０億円／年》

　②　辺地共聴施設のデジタル化支援　中山間地域等の共聴施設（約２万施設）のデジタル化のための改修に対する補助

　　　《約２５億円／年》

　③　デジタル混信等対策　他の電波の混信等により、デジタル放送を良好に視聴できないケースへの対策

　　　《約１０億円／年》

　④　デジタル受信相談体制の整備　②や③等に関連した視聴者からの相談に対する対応（各地域に現地対策組織を設置）

　　　《約２０億円／年》

施策概要

約225億円約75億円約75億円約75億円所要予定額

3ヵ年計平成22年度平成21年度平成20年度

施策名：地上放送のデジタル化への完全移行のための送受信環境整備支援事業（仮称）

・本施策は、他の無線局に混信を起こさずにアナログ放送と同等のデジタルテレビジョン放送の視聴エリアを確保する電波の適
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利用分野の無線局免許人全体が享受するものであることから、これは無線局全体の受益を直接の目的とするものと位置付けるこ
とができる。

・また、視聴者にデジタル放送を行き渡らせるために高出力の大規模中継局による方法ではなく、共聴施設の設置による方法や
比較的小規模な中継局による方法を用いることは、電波の効率的な使用を可能とするとともに、他の無線局にとっても混信を受
けることなく無線通信を行うことができる受益があることから無線局全体の受益になるという見方もできる。

・なお、本施策は、2011年のデジタル放送への完全移行を達成するまでの限られた間において送受信環境の整備が必要となる
エリアを限定して実施されるものである。

電波利用料財源として支弁する理由

　地上放送のデジタル化の達成に必要な以下の送受信環境の整備の推進を通じ、２０１１年のデジタル全面移行を確実なもの　

とし、もって電波の有効かつ公平な利用を確保する。

【考えられる施策例】　

　①　デジタル中継局整備支援　民間放送事業者の自力建設が困難であると認められる中継局整備（約８００局）に対する補助

　　　《約２０億円／年》

　②　辺地共聴施設のデジタル化支援　中山間地域等の共聴施設（約２万施設）のデジタル化のための改修に対する補助

　　　《約２５億円／年》

　③　デジタル混信等対策　他の電波の混信等により、デジタル放送を良好に視聴できないケースへの対策

　　　《約１０億円／年》

　④　デジタル受信相談体制の整備　②や③等に関連した視聴者からの相談に対する対応（各地域に現地対策組織を設置）
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約225億円約75億円約75億円約75億円所要予定額
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に相応しい範囲内であり、負担の配分が電波利用料として負担する者の間で納得の

できる範囲内に設定されていることが重要である。 

③については、本来、無線局間の混信解消は、事業の種類にかかわらず、民民間

で調整・解決されることが原則である。 

  しかしながら、デジタル混信等は、アナログ放送とデジタル放送に放送用の周波数

を満遍なく使用しているサイマル放送の周波数使用状況において、2011 年の完全デ

ジタル移行までの短期間のサイマル期間中に限り生じるものであるところ、事前に混  

信地区が予期できる場合は、放送区域において当該地区のサービスを前提とせずに

デジタル放送局を置局せざるを得ない状況にある。 

  今般の混信対策は、上記の混信地区における対策を行うものであるが、これは、

大出力の電波を使用することなく、弱い電波等により限定的なサービスエリアを確保

することにより、他の無線局にも混信を起こさずに電波利用の拡大を図ることができ  

るものと解すことができるのであるから、①、②と同様の施策と考え、電波利用共益事

務とすることが適当である。 

  なお、デジタル混信等は、デジタル化に起因する混信等であり対策箇所及び期間

が限られるものであることから、対策が無限定に拡大するものではない 

 以上により、本対策を実施することは、あまねく普及することが要請されている送信

側無線局の受益に適う事業として支援することが適当である。 

④に関しては、一般的には、自社が提供するサービスに対する顧客からの相談は、

一義的には当該サービスを提供している事業者が対応すべきものである。放送事業

者においてもその放送する番組についての視聴者からの問い合わせについてはそれ  

ぞれ窓口を設ける等して対応しているのが現状である。 

 ④の施策は、こうした対応とは異なり、短期間でのデジタル放送への完全移行に

向けて、現在アナログ放送を視聴している視聴者がデジタル放送を視聴できるよう、

辺地共聴施設のデジタル化対応やデジタル混信等への対応等デジタル放送の受信

に関する視聴者からの相談に対応するものである。 

 アナログ周波数変更対策業務の実施にあたってもデジタル放送を行うため、短期

間の周波数環境の整備である同業務に伴う受信者対策は国が行うべき業務との考

えのもと電波利用料において現地対策センターが設置されたところであり、本施策に

ついても、辺地共聴施設のデジタル化支援や①、②と同様の施策と考えられるデジタ
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ル混信等対策を効果的に行うための施策として、アナログ周波数変更対策業務と同

様付随的な援助に位置付けられるものであり、本施策についても電波利用共益事務

とすることが適当である。 

なお、電波利用料制度について、前章「電波利用料共益事務の範囲」において整

理されているとおり、当該事務のコストが当該事務により無線局全体に実現する受益

に相応しい範囲内であり、負担の配分が電波利用料として負担する者の間で納得の

できる範囲内に設定されていることが重要である。 

 

第４節 国際競争力の強化 

ワイヤレス分野の国際標準化機関（国際電気通信連合（ITU）等）における我が国

の国際標準化活動等を推進することにより、我が国の周波数事情に合う周波数利用

効率の高い無線システムの導入促進及び国際的な電波の混信防止を図るとともに、

国際標準化人材の育成にも寄与する施策である。本研究会においても、 

① 「各国における電波の使用状況を踏まえ、グローバルな周波数の割当が必

要。」（電気通信事業者）、 

② 「電波利用資源拡大のための研究開発の成果を広く世界標準化していく活動

が必要。」（電気通信事業者）、 

③ 「世界的な標準になれば、無線システムのコストが下がる。」（電気通信事業

者） 

等の要望が表明された。 

 本施策については、「ワイヤレス分野における国際標準化等に係る経費」及び拡充

施策である「電波資源拡大のための研究開発」については、我が国の周波数事情に

合うような国際的な周波数配分を実現するための国際標準化活動、電波資源拡大の

ための研究開発は、無線局全体の受益と考えられ、電波利用共益事務とすることが

適当である。 
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第５節 その他の主な使途 

電波利用料共益事務における既存施策の拡充要望として、研究会において、 

① 「電波の生体への影響に関しては実験の積み重ねが重要であるとともに、

国等の機関による公平な立場での試験環境の取り組みが必要であることから、

電波利用料の適用による継続的な確認のための実験実施が必要。」（電気

通信事業者）、 

② 「広く国民が電波を安心して利用するため、電波による人体への影響を科学

的に解明していくことが重要と考えます。」（電気通信事業者） 

の意見が出された。 

電波の生体への影響について調査研究等を行う、「安心・安全に電波を利用する

ための環境を整備する事業」では、従来から、携帯電話端末などからの電波が人体

及び電子機器等に及ぼす影響を明らかにするための調査研究及び電波による影響

を正確に評価するための技術を確立するための調査研究等を実施してきているところ、

上記のような要望を踏まえ、従来からのものを継続することに加え、今回新たに、相

談業務体制の充実を図るとともに、国民に対する周知・広報に取り組む業務を拡充

することを検討する必要がある。これが実現すれば、更なる安全で安心な電波環境を

整備・実現することが可能となるので、この拡充部分についても電波利用共益事務と

して措置することが適当と考えられる。 

なお、公開ヒアリング中、「EMC 対策、電波半無響室の補助金等に電波利用料を

投入して頂きたい。（EMC 事業者）」との意見もあったが、優遇税制の創設等、電波

利用制度とは異なると考えられる要素も含まれていることから、電波利用料との関係

整理を含め、その取扱いを今後の検討課題とした。 
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・　電波が人体や電子機器等に及ぼす影響を明らかにすることで電波防護指針の妥当性の確認や見直しの必要性などの確認を
行うことを可能とし、無線局の適正な運用に資するものである。

・　電磁環境に関する評価技術を確立し、標準化に寄与することが期待できる。

・　電波防護規制の根拠となっている電波防護指針の妥当性確認等を実施することにより、無線局全体の受益となる。

・　安心・安全に電波を利用するための環境整備を図るものであり、無線局全体の受益となる。

電波利用料財源として支弁する理由

３　住宅街の電界強度等のデータベース構築及び電波強度計測行政サービス体制整備（拡充）（１億円）
　①　自宅周辺の電波強度の検索データベースの構築
　　　・　システム構築費　等
　②　電波強度計測行政サービス
　　　・　測定設備　等

４　国際・国内関係機関との連携強化（拡充）（１億円）
　①　国際・国内機関との連携強化
　　　・　会議費　等
　②　世界各国の制度・取り組み動向調査
　　　・　調査費　等
　
５　ＥＭＣの研究開発、ＥＭＣの基準策定（拡充）（２億円）
　 ＥＭＣ軽減に資する研究開発・ＥＭＣ基準策定・調査・研究・分析
　　　・　研究費、測定機器及び施設等借料　等
　

９０億円３０億円３０億円３０億円所要予定額

3ヵ年計平成22年度平成21年度平成20年度

・　電波が人体や電子機器等に及ぼす影響を明らかにすることで電波防護指針の妥当性の確認や見直しの必要性などの確認を
行うことを可能とし、無線局の適正な運用に資するものである。

・　電磁環境に関する評価技術を確立し、標準化に寄与することが期待できる。

・　電波防護規制の根拠となっている電波防護指針の妥当性確認等を実施することにより、無線局全体の受益となる。

・　安心・安全に電波を利用するための環境整備を図るものであり、無線局全体の受益となる。

電波利用料財源として支弁する理由

３　住宅街の電界強度等のデータベース構築及び電波強度計測行政サービス体制整備（拡充）（１億円）
　①　自宅周辺の電波強度の検索データベースの構築
　　　・　システム構築費　等
　②　電波強度計測行政サービス
　　　・　測定設備　等

４　国際・国内関係機関との連携強化（拡充）（１億円）
　①　国際・国内機関との連携強化
　　　・　会議費　等
　②　世界各国の制度・取り組み動向調査
　　　・　調査費　等
　
５　ＥＭＣの研究開発、ＥＭＣの基準策定（拡充）（２億円）
　 ＥＭＣ軽減に資する研究開発・ＥＭＣ基準策定・調査・研究・分析
　　　・　研究費、測定機器及び施設等借料　等
　

９０億円３０億円３０億円３０億円所要予定額

3ヵ年計平成22年度平成21年度平成20年度

施策名：安心・安全に電波を利用するための環境を整備する事業（継続・拡充）

施策概要

　携帯電話端末などからの電波が人体や電子機器等に及ぼす影響を明らかするための調査研究と電波による影響

を正確に評価するための技術を確立するための調査研究等を実施するほか、相談業務体制の充実を図るとともに、

国民に対する周知・広報に取り組む。

　具体的には、下記の各種事業を推進することにより、安全で安心な電波環境を整備・実現する。

　　　　　　

１　電波の安全性に関する調査及び評価技術等 （継続・拡充）（２５億円）

　①　電波による人体及び電子機器等への影響に関する調査研究

　　　・　小児・若年期における携帯電話使用と健康に関する疫学調査

　　　・　２GHz帯電波の多世代ばく露の脳の発達及び脳機能への影響研究

　　　・　電波の医療機器等への影響に関する調査研究　等

　②　電波の人体及び電子機器等への影響に関する評価技術を確立するための調査研究

　　　・　人体の電波ばく露量評価

　　　・　電波防護指針適合性評価

　　　・　電波の電子機器等への影響の評価　等

　③　電波の安全性に関する周知広報

　　　・　講演会の開催、パンフレットの調製及び配布　等

２　相談業務体制の確立（拡充）（１億円）
　①　外部相談業務機関の設立
　　　・　事務所借料
　　　・　相談要員人件費　等
　②　人材の育成
　　　・　研修費用
　　　・　教材費　等

施策名：安心・安全に電波を利用するための環境を整備する事業（継続・拡充）

施策概要

　携帯電話端末などからの電波が人体や電子機器等に及ぼす影響を明らかするための調査研究と電波による影響

を正確に評価するための技術を確立するための調査研究等を実施するほか、相談業務体制の充実を図るとともに、

国民に対する周知・広報に取り組む。

　具体的には、下記の各種事業を推進することにより、安全で安心な電波環境を整備・実現する。

　　　　　　

１　電波の安全性に関する調査及び評価技術等 （継続・拡充）（２５億円）

　①　電波による人体及び電子機器等への影響に関する調査研究

　　　・　小児・若年期における携帯電話使用と健康に関する疫学調査

　　　・　２GHz帯電波の多世代ばく露の脳の発達及び脳機能への影響研究

　　　・　電波の医療機器等への影響に関する調査研究　等

　②　電波の人体及び電子機器等への影響に関する評価技術を確立するための調査研究

　　　・　人体の電波ばく露量評価

　　　・　電波防護指針適合性評価

　　　・　電波の電子機器等への影響の評価　等

　③　電波の安全性に関する周知広報

　　　・　講演会の開催、パンフレットの調製及び配布　等

２　相談業務体制の確立（拡充）（１億円）
　①　外部相談業務機関の設立
　　　・　事務所借料
　　　・　相談要員人件費　等
　②　人材の育成
　　　・　研修費用
　　　・　教材費　等
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第５章 電波利用料の料額の在り方 

第１節 基本的な考え方 

電波利用料の負担については、前回の見直しで導入された経済的価値を勘案する

考え方を更に推し進めると共に、「受益と負担の関係」を明確化する見地から、見直し

を行った。 

① 負担の原則 

電波利用共益事務は、無線局全体の受益となるものであり、電波を利用する

無線局の免許人等は、利用者･免許形態に関わらず、その費用負担に応じるこ

とが原則。 

電波利用料の負担については、電波の経済的価値を勘案したものとする考え

方を更に推し進める必要がある。逼迫帯域にある無線局の負担額の決定におい

ては、逼迫対策事業により、安定かつ良好な電波利用環境が維持･改善される

ことで、反射的に生じる逼迫帯域の使用に係る電波の経済的な価値の増加につ

いても勘案していく必要がある。 

② a 群、b 群の使途の振り分け 

逼迫帯域における無線局が安定的かつ良好に電波を利用することができる環

境を維持･改善することで、逼迫帯域の使用に係る電波の経済的な価値をさらに

高める事業等、周波数帯域の使用に係る電波の経済的価値を高めるような事

務については、「ａ群」に分類し、その費用について、電波利用料の料額算定に

おいて電波の経済的価値を考慮する算定方法を用いることとし、逼迫帯域等を

使用する無線局でその費用を負担することとする。 

上記以外の事務については「ｂ群」に分類し、その費用は、原則、無線局数で

均等負担する。 

アナログ周波数変更対策業務については、無線局毎に均等に受益がある一

方で、特定の逼迫帯域の経済価値を向上させるものとも見られ、その点も考慮し

て、ａ群、ｂ群どちらに入れるべきか検討する必要がある。（アナログ周波数変更

対策業務を b 群に入れた場合、アナログ周波数変更対策業務を a 群に入れた

場合、アナログ周波数変更対策業務を a 群、b 群半々とした場合をそれぞれ想

定し、それぞれの無線システムごとの負担額を試算した結果は参考 1 に示すとお

りである。）。 
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③ 勘案要素 

現行制度では、電波利用料の負担の算定に際して、共用型の電波利用形態、

外国との周波数調整、国民への電波利用普及、国民の生命・財産保護、非逼

迫帯での利用等に係る電波利用について、実際に使用している周波数帯域幅よ

りも少ない帯域幅で電波利用料を算定するよう勘案している。 

算定帯域幅に関する勘案要素に関しては、研究会において、これを除いた場

合の負担についても確認し、改めて無線局免許人間で理解を深めていく必要が

あるとの指摘があったため、現行の周波数割当計画上の帯域幅を示し、かつ、

勘案要素がある場合とない場合のそれぞれの負担を示し検討した。 

これによると、逼迫対策事業（a 群使途）の割合が多い場合、勘案要素がない

無線システムの負担額へのインパクトは勘案要素をかけた無線システムに比し

て大きく効いてくることがわかる。 

さらに、逼迫対策事業が主に 3GHz 以下の逼迫帯域に対して行われている場

合、3GHz～6GHz の逼迫帯域にある無線局への負担のインパクトが大きくなる

ことがわかるが、逼迫帯域の使用に係る経済的価値が 3GHz 以下の無線局に
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対して相対的に小さいことから何かしらの調整が必要である。特に 3GHz 以下の

逼迫帯域においては、アナログ周波数変更対策業務により、V/U 帯で 130MHz

が空くため、周波数再編による経済的価値は高まっていると考えられる。 

 

第２節 テレビジョン放送の電波利用料の見直し 

規制改革・民間開放推進 3 か年計画（再改定）（平成 18 年 3 月 31 日閣議決定）

において、「放送事業者の電波利用料については、その使用帯域幅及び出力に見合

った額に改めて見直す。」とあり、放送局の使用帯域幅及び出力に見合った電波利

用料の料額に改めるよう求められており、本研究会においても、      

① 「放送事業者の帯域が非常に多く使われているのにもかかわらず、勘案要素に

より、負担と使途に関するバランスを欠いているという結果になっており、見直す

ところは見直すべき。」（電気通信事業者）、 

② 「勘案要素のところについては、今までどおり本当にいいのかどうか見直すべき

ところは見直したほうがいい。」（電気通信事業者）、 

③ 「負担に関して、勘案事項を全部なしにして、いったん素の帯域幅で計算してみ

て、最初から整理するのがよい。」（電気通信事業者） 

との意見があった。他方、 

① 「放送という基幹放送に位置づけられており、国民の安全と災害等を含めて、

なくてはならないもの。電波のエリアの帯域の中だけで高いの安いのということの

みではなく、公共性を勘案すべき。」（放送事業者）、 

② 「地上放送のデジタル化は国策であり、2011 年までの期限がある中でこれまで

の前提条件を変えるべきではない。」（放送事業者） 

との意見があった。 

公開ヒアリング中、放送事業者からテレビジョン放送については公共性を勘案すべ

き意見が出されたが、公共性については携帯事業者も放送事業者も大差はなく、基

本的には電波を利用する無線局はすべて公共的であり、テレビジョン放送だけをより

公共的で特別な扱いとはできないとの指摘がなされている。 

また、次期電波利用料の見直しにおいて、地上放送のデジタル化への完全移行の

ための送受信環境支援事業という新たな使途の追加があり、全体の負担額の増加

の際には、負担の見直しがあるべきであり、逼迫帯域における電波の使用に係る受
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益は放送局から発射する電波の使用周波数帯域の実態を反映することを出発点と

するべきであるとの指摘も強い。 

なお、意見の求めによるテレビジョン放送のすべての無線局から勘案要素を外した

現行制度における電波利用料額の試算例は参考 2 に示す。 

また、公開ヒアリングにおいて、放送事業者から「民放 127 社も、今、デジタルの投

資を年間 500 億円ずつしており、デジタルの中継局の電波利用料もその分増えるの

で、十分考慮して頂きたい。」と意見があったが、他方、放送業界と携帯電話業界に

おける電波利用料を比較検証した結果、携帯電話の産業規模に対する電波利用料

額の負担比率が、放送に比べて多いという資料の提出があった（参考 3）。 

以上のことから、テレビジョン放送の電波利用料の見直しについては、以下のとお

り考える。 

ａ群に要する費用については、通信であろうと放送であろうと、原則として、使用周

波数帯域幅に応じて負担するべきである。例えば、携帯電話事業者は 266MHz（携

帯電話からの上り周波数、基地局からの下り周波数の合算）、テレビジョン放送事業

者は、370MHz(放送局からの下り周波数のみでの数値）を現在使用しているため、こ

れらの幅に応じた料額の算定が行われる必要がある。 

負担額の算定に当たっては、使用周波数帯域幅とは別に、現在の扱いを踏まえ、

公共性等を勘案することとし、その際には時期的な事情も踏まえ中期的な視点を加

味して考えていくことが適当。 

他方、ｂ群に要する費用については、原則、無線局数で均等負担する現行の考え

方を維持することが適当。 

 

第３節 国等の無線局の電波利用料負担 

現在、国等の無線局については、電波法第 104 条等により、電波利用料負担が免

除されている。 

しかし、規制改革・民間開放推進 3 か年計画（再改定）（平成 18 年 3 月 31 日）に

おいて「電波利用料は特定財源であり国庫循環であるとの指摘は必ずしも当たらない

こと、国といえども電波の有効利用に努めるべきであり、そのための促進手段として、

さらには、民間との負担の公平性を確保する観点から、真に高い公共性を有し、かつ、

電波の有効利用努力を十分に行っている場合を除き、原則として、国等にも電波利
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用料負担を求めることが必要であり、その制度化を図る」ことが求められており、研究

会においても、 

① 電波を使っているみんなで負担するという原則からして、国も一部負担をすべき

（電気通信事業者）。 

② 国が使おうが、地方自治体が、公的に利用しようが、貴重な資源であって、全

ての無線局が有効活用をしなければならない（電気通信事業者） 

等の意見もあった。一方、 

③ 公共の安全の目的に関して、不要不急な無線局というのは、そもそもない。（国

の機関） 

④ 国民の安全・安心、災害対策を直接の目的とする、そのために構成している部

分と、事業を展開するものは分けて考えていただきたい（国の機関）。 

等、国の機関を中心に多く意見があった。その他、 

⑤ 世界的な対応が必要であること等、国の無線局は大掛りであり、機器の更新

は容易ではない。（国の機関） 

⑥ 管理費的な部分にコストはかかるだろうが、電波の有効利用につながるインセ

ンティブが働くことを検証すべき。（構成員） 

⑦ 独立行政法人等は、ただ単に国の一部であったところからスピンアウトした事

業者であり、実質的に行っている作業は民間と同じ。 

との意見もあった。 

ところで、現在電波利用料が免除されている国等の無線局についても当然受益が

ある。国等の無線局の受益と考えられる電波利用料共益事務の一例として、①電波

監視、②周波数逼迫対策技術試験事務、③電波資源拡大のための研究開発が挙げ

られる。 

①電波監視 

電波監視業務の例として、重要無線通信への混信・妨害への対応業務があ

る。重要無線通信は、電気通信事業に供する無線通信、放送、気象業務、鉄道

事業に供する無線通信であり、国が直接関与する重要無線通信の例としては、

航空無線通信、航空管制用無線通信、緊急・遭難通信、気象衛星通信などが

ある。平成 18 年度における重要無線通信への混信妨害申告件数は 684 件であ

り、そのうち、国が直接関与する重要無線への混信・妨害件数は 284 件である。
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また、重要無線通信への混信・妨害申告件数の推移は次のとおりである。 

 

（単位：件） 

年度  国が直接関与する重要無線通信  その他の重要無線通信  計  

平成 18 年度  284 400 684 

平成 17 年度  279 395 674 

平成 16 年度  207 385 592 

 

②周波数逼迫対策技術試験事務 

周波数逼迫対策技術試験事務の例は次のとおりである。 

案件名  
17～19 年度  

合計予算額  

想定する無線  

システム 

公共・公益分野における移動無線システムのブロードバ

ンド化に関する調査  

2.6 億円  移動通信システム 

重要無線通信の高密度利用に関する調査  5.3 億円  固定マイクロ回線  

レドームの減衰低減技術の高度化  2.8 億円  レーダー 

合  計  10.7 億円   

 

③電波利用料資源拡大のための研究開発 

電波利用料資源拡大のための研究開発の例は次のとおりである。 

 

また、国等の無線局における全額免除又は半額免除の各金額及びそれらの合計

額は次のとおりである。 

 

（単位：億円） 

案件名  
17～19 年度  

合計予算額  

想定する無線  

システム 

レーダーの狭帯域化技術の研究開発  18.7 億円  
気象レーダー 

船舶レーダー 
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 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度  平成 17 年度

全額免除対象局におけ

る全額免除額の計 
8.8 9.0 9.4 9.4 11.7 

半額免除対象局におけ

る半額免除額の計 
3.4 3.5 3.6 3.7 4.2 

全 ・半 免 対 象 局 におけ

る免除額の合計  
12.4 12.5 13.0 13.1 15.9 

 

上記より、国等の無線局はある一定の受益があり、この負担についても電波利用

共益費で賄われていることから、本来、国の機関が負担すべき額が国庫循環の観点

から免除されていることと矛盾している。また、前節において、公共性の観点では電波

を利用するすべての無線局については何らかの公共性があるとの指摘があり、国の

無線局の中で真に高い公共性の概念について整理する必要がある。 

また、国等が使用する無線局の大部分は、3GHz 以下の逼迫した周波数帯域で使

用されていることもあり、規制改革会議でも指摘されているとおり、国等の無線局につ

いても電波の有効利用がなされているか検討する必要がある。 

なお、国等の無線局における電波の有効利用の状況については、野村総合研究

所から「国等の無線局における電波の有効利用努力の評価結果」（別途参照）の報

告があった。 

「電波有効利用政策研究会 最終報告書」（平成１６年１０月）では、「電波利用料

を徴収しても、国の場合には国庫の中での循環であるため、徴収の実益に乏しい」と

の指摘があったが、電波利用料は特定財源であり、この指摘は必ずしもあたらない。 

現在、国について電波利用料を徴収することは、歳出の中で各所に電波利用料相

当額をたてることとなり、いたずらに事務の煩雑化を招くだけで実益がないことから、

電波法関係手数料の取扱いと同様に、国については、電波利用料を徴収しないこと

とされている。しかしながら、徴収コストの増を考慮してもなお周波数の有効利用につ

ながる十分な実益が想定されることから、徴収の意味はあると考えられ、原則として、

国等の無線局は、電波利用料を負担することが適当である。 

規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）（平成１８年３月３１日閣議決定）に

おいて、「真に高い公共性を有し、かつ、電波の有効利用努力を十分に行っている場
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合を除き、原則として、国等にも電波利用料負担を求めることが必要」とされたところ、

非常時の国民の安全・安心を直接の目的とした無線局について電波利用料を免除

又は減額することは、この考え方に整合すると考えられる。 

船舶、航空に関する国際協定等の外的要因から直ちに無線システムを変更できな

い事情等を勘案し、減額した電波利用料を徴収することも考慮する必要がある。ただ

し、他方で、今後も電波有効利用努力を観察していくことが必要である。 

一方、ピーク、オフピークでの電波の利用の柔軟性ができていない状況において、

上記の無線局に単純に有効利用度合いの評価を行うことは難しいが、少なくともオフ

ピークでの電波有効利用がなされるよう努力すべきである。 

独立行政法人、国立大学法人については、交付金の中の経営努力で事業を行う

ものであり、非常時の国民の安全・安心を直接の目的とした無線局を引き継いでいる

わけでもなく、国の機関と同一に論じる必要性が薄い。したがって、独立行政法人、国

立大学法人においては、電波利用料を減免なく負担するものとする。 

 

第４節 免許不要局の電波利用料負担 

同章第 1 節の「負担の原則」において、電波を利用する無線局は利用者、免許形

態に関係なく、なんらかの負担があるものを基本と整理したことを踏まえ、免許不要局

においても検討すべきではないかと問題提起もあったところ。 

しかし、本研究会においては、 

① 「利用料のスタートが管理費であるということを考えると、実際に電波を利用す

るときに、保護されている、あるいは何らかの管理を受けているということが大前

提になっている。」（構成員）、 

① 「現在の微弱電波といった免許不要局については、電波利用の監理の発生、

安定的に使うための施策がとられているのかを勘案すべき。」（製造業者）、 

② 「大量の無線局が出荷されることを前提とすると社会全体の課題解決のための

電波利用という観点があり、免許不要局への負担のあり方、あるいは算定の仕

方を考慮すべき。」（製造業者） 

の意見があった。 

電波利用共益事務は、無線局全体の受益となるものであり、免許不要局であって

も、その費用負担に応じるべきことが原則。 
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技術基準が策定されているものについては、電波監理を受けているものであり、負

担については、今後検討していくことが必要。 

周波数帯を占有して使用する免許不要局については、電波監理がなされており、

安定的な電波利用が期待されるものであることから、負担については、今後検討して

いくことが必要。 

上記の検討に当たっては、徴収方法、負担額に対する徴収コスト等について考慮

されるべきである。 

 

第５節 各無線システム内での個別配分における勘案要素 

各無線システム内において、電波の有効利用を促進するため、電波の逼迫程度を

勘案した地域性や出力等の量的要素の勘案を導入している。 

 （参考）  

① 地域特性 

マイクロ固定局通信や地球局等に係る金額の計算に当たっては地域によっ

て電波の逼迫の程度に有意な差が認められる点を勘案することとしている。 

地域特性の勘案に当たっては、人口密度や基地局密度等を勘案し、全国

を 4 つの地域に区分し、第 1 地域〔東京都（過疎地・離島を除く）〕:第 2 地域

〔神奈川県及び大阪府（同左）〕:第 3 地域〔その他の道府県（同左）〕:第 4 地域

（過疎地・離島）の比率を 10:5:1:0.5 として料額を設定。 

② 出力 

PHS の基地局やラジオ局等、その通信方式によって、個々の無線局の出

力に有意な差が認められているものについて、必要に応じ、出力を勘案して金

額を計算。 

免許人等からの勘案要素に対する要望として、電波特性、施設共用化、ローミング、

利用効率、通信量・利用頻度があげられているが、これを勘案要素とすべきか検討す

る必要がある。 

勘案要素に加えるべきものとして提案のあったもののうち、 

１）電波特性、施設共用化、ローミングに関しては、これを勘案することが、必ずしも

電波の経済的価値を勘案することになるものではないと考えられ、又、 

２）通信量、利用頻度に関しては、これを勘案することは、電波の有効利用を促す
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考え方と逆行することになりかねないことから、 

何れも、採用することは適当でないと考えられる。 

なお、電波の利用効率を勘案することについては、前回の見直しで採用した広域専

用電波に係る料額の考え方を今後とも採用することで対応することが適当と考えられ

る。 
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＜電波利用料制度に関する研究会   構成員リスト＞ 
（敬称略、五十音順） 

 

 

 大谷和子 株式会社日本総合研究所法務部長 

 黒川和美 法政大学経済学部教授 

 鈴木康夫 東京農工大学工学部教授 

（座長代理） 髙畑文雄 早稲田大学理工学術院教授 

（座   長） 多賀谷一照 千葉大学法経学部教授 

 土屋大洋 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科准教授 

 湧口清隆 相模女子大学学芸学部准教授 
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参考 1 

a群とb群の使途の振り分けを変えた場合の
現行制度における負担の試算例

人工衛星
９．６億円
１．３％

（勘案要素あり）

（試算①） 　
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

（試算①） 　
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

携帯電話
５４２．９億円

その他
１０１．５億円

１３．４％

ラジオ放送
３．０億円
０．４％

テレビ放送
６．２億円
０．８％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
６５．９億円

８．７％

７１．５％

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

携帯電話
４９９．９億円

その他
１１５．５億円

１５．２％

ラジオ放送
３．９億円
０．５％

テレビ放送
７．６億円
１．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
８９．１億円
１１．７％

人工衛星
１３．０億円

１．７％

６５．８％

a群とb群の使途の振り分けを変えた場合の
現行制度における負担の試算例

人工衛星
９．６億円
１．３％

（勘案要素あり）

（試算①） 　
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

（試算①） 　
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

携帯電話
５４２．９億円

その他
１０１．５億円

１３．４％

ラジオ放送
３．０億円
０．４％

テレビ放送
６．２億円
０．８％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
６５．９億円

８．７％

７１．５％

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

携帯電話
４９９．９億円

その他
１１５．５億円

１５．２％

ラジオ放送
３．９億円
０．５％

テレビ放送
７．６億円
１．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
８９．１億円
１１．７％

人工衛星
１３．０億円

１．７％

６５．８％

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

（試算②） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

携帯電話
４９９．９億円

その他
１１５．５億円

１５．２％

ラジオ放送
３．９億円
０．５％

テレビ放送
７．６億円
１．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
８９．１億円
１１．７％

人工衛星
１３．０億円

１．７％

６５．８％

（試算③） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々
　にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

（試算③） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々
　にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

※現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
５２１．４億円

その他
１０８．５億円

１４．３％

ラジオ放送
３．５億円
０．５％

テレビ放送
６．９億円
０．９％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
７７．５億円
１０．２％

人工衛星
１１．３億円

１．５％

６８．６％

（試算③） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々
　にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

（試算③） 　
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々
　にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

※現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
５２１．４億円

その他
１０８．５億円

１４．３％

ラジオ放送
３．５億円
０．５％

テレビ放送
６．９億円
０．９％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
７７．５億円
１０．２％

人工衛星
１１．３億円

１．５％

６８．６％
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参考 2 

勘案要素の有無による電波利用料の負担

（a群）　２００億円

○勘案要素なし

○勘案要素あり

注　現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
266MHz

(40.1億円)

テレビ放送
370MHz

(55.8億円)

その他
282.5MHz
(42.6億円)

人工衛星
400MHz

(12.9億円)

マイクロ固定
975MHz

(31.5億円)

3GHz以下（150億円） 3-6GHz以下（50億円）

人工衛星
60MHz

(9.0億円)

ラジオ放送
17MHz

(2.6億円)

その他
175MHz
(5.6億円)

人工衛星
7.5MHz

ラジオ放送
4.25MHz

携帯電話
266MHz 勘案要素分における減

マイクロ固定
906.3MHz

その他
31.3MHz

その他
99.5MHz

テレビ放送
6MHz

人工衛星
100MHz

勘案要素分における減

勘案要素の有無による電波利用料の負担

（a群）　２００億円

○勘案要素なし

○勘案要素あり

注　現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
266MHz

(40.1億円)

テレビ放送
370MHz

(55.8億円)

その他
282.5MHz
(42.6億円)

人工衛星
400MHz

(12.9億円)

マイクロ固定
975MHz

(31.5億円)

3GHz以下（150億円） 3-6GHz以下（50億円）

人工衛星
60MHz

(9.0億円)

ラジオ放送
17MHz

(2.6億円)

その他
175MHz
(5.6億円)

人工衛星
7.5MHz

ラジオ放送
4.25MHz

携帯電話
266MHz 勘案要素分における減

マイクロ固定
906.3MHz

その他
31.3MHz

その他
99.5MHz

テレビ放送
6MHz

人工衛星
100MHz

勘案要素分における減

※現料額算定時の無線局分布で計算

勘案要素の有無による現行制度における負担の試算例

・現行料額
・a群：b群＝200億円：440億円（640億円）

・現行料額
・a群：b群＝200億円：440億円（640億円）

携帯電話
４１３．３億円

その他
８２．８億円
１２．９％

ラジオ放送
２．７億円
０．４％

６４．６％

テレビ放送
５７．０億円

９．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．８％

マイクロ固定
３１．７億円

５．０％

人工衛星
２１．９億円

３．４％

●勘案要素なし

携帯電話
４８９．８億円

その他
７３・０億円
１１．４％

ラジオ放送
１．７億円
０．３％

７６．５％

テレビ放送
４．０億円
０．６％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．８％

マイクロ固定
３５．６億円

５．６％

人工衛星
５．２億円
０．８％

●勘案要素あり
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参考 3 
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